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ＪＴ－Ｉ２３３ 

 

フレームモードベアラサービス 

＜参考＞ 

 

１．国際勧告等との関連 

 １９９１年１０月にＩＴＵ－Ｔ（当時ＣＣＩＴＴ）決議２手続きにより承認されたＩＴＵ－Ｔ勧告Ｉ．

２３３、および１９９６年７月にＩＴＵ－ＴのＷＴＳＣで承認されたＩＴＵ－Ｔ勧告Ｉ．２３３．１ Ａｎ

ｎｅｘ Ｆに準拠している。 

 

２．上記国際勧告等に対する追加項目等 

2.1 オプション選択項目 

 な し 

2.2 ナショナルマター項目 

 な し 

2.3 上記国際勧告より削除した項目 

 な し 

2.4 その他 

  (1)  ＩＴＵ－Ｔ勧告の章立て構成比較表 

 

ＩＴＵ－Ｔ勧告 本 標 準 

Ｉ．２３３．１ ［Ⅰ］ 

Ｉ．２３３．２ ［Ⅱ］ 

Ｉ．２３３．１ 

Ａｎｎｅｘ Ｆ 

［Ⅰ］付属資料Ｆ 

 

３．改版の履歴 

 

版 数 発  行  日 改 版 内 容 

第１版 平成４年１１月２６日 制 定 

第２版 ２０００年１１月３０日 ［Ⅰ］付属資料Ｅ、付属資料Ｆの追加 

［Ⅱ］付属資料Ｃの追加 

［Ⅰ］，［Ⅱ］本文の変更 

 

４．工業所有権 

本標準に関わる「工業所有権の実施の権利に係る確認書」の提出状況は、ＴＴＣホームページでご覧に

なれます。 
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５．その他 

  (1)  参照している勧告、標準等 

   ＴＴＣ標準： ＪＴ－Ｉ２１０， ＪＴ－Ｉ２３０， ＪＴ－Ｉ３７０， 

 ＪＴ－Ｉ４３０， ＪＴ－Ｉ４３１， ＪＴ－Ｑ９２１， 

 ＪＴ－Ｑ９２２， ＪＴ－Ｑ９３３， ＪＴ－Ｘ２５， 

 ＪＴ－Ｘ３１，       ＪＴ－Ｉ３７２ 

   ＩＴＵ－Ｔ勧告： Ｉ．１３０， Ｉ．１４０， Ｉ．３２０， 

  Ｉ．５００シリーズ，  

  Ｘ．２， Ｘ．６  Ｘ．１３４， 

  Ｘ．１４０， Ｘ．２００ Ｘ．２１０， 

 Ｘ．２１２， Ｘ．２１３， 

 

   ＩＳＯ標準： ＩＳＯ７４９８， ＩＳＯ８３４８（ＡＤＤ １）， 

 ＩＳＯ８４７３， ＩＳＯ／ＴＲ８５０９， 

 ＩＳＯ８８８６ 
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概 要 
 

 ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｉ２１０はベアラサービス、テレサービス、および付加サービスの概念を含むＩＳＤ

Ｎが提供するテレコミュニケーションサービスを定義するための原則並びにサービスの定義、記述の方法

を提供している。ベアラサービスカテゴリの一連の標準はＴＴＣ標準ＪＴ－Ｉ２３０に定義されている。 

 本標準の目的はフレームモードベアラサービスの一連の標準を記述すること、個々のフレームモードベ

アラサービスを記述すること、およびＩＳＤＮにおけるフレームモードベアラサービスの提供方法を標準

化することである。 

 ベアラサービスは一般的用語による定義と記述、属性とベアラサービスの値、およびＩＴＵ－Ｔ勧告Ｉ．

１３０で示される記述方法に従った動的記述によって記述される。属性手法の応用および属性と属性値の

定義はＩＴＵ－Ｔ勧告Ｉ．１４０で与えられる。 

 以下の一連のフレームモードベアラサービスが現在確認されている。 

［Ⅰ］ フレームリレーベアラサービス 

［Ⅱ］ フレームスイッチベアラサービス 
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［Ⅰ］ ＩＳＤＮフレームモードベアラサービス（ＦＭＢＳ）－ＩＳＤＮフレームリレーベア

ラサービス 
 

１．まえがき 
 ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｉ２１０はベアラサービス、テレサービス、および付加サービスの概念を含むＩＳＤ

Ｎが提供するテレコミュニケーションサービスを定義するための原則並びにサービスの定義、記述の方法

を提供している。本標準の目的はフレームリレーベアラサービスを記述すること、ＩＳＤＮにおけるフレ

ームリレーベアラサービスの提供方法を標準化することである。このサービスの定義と記述はＩＳＤＮに

おいてサービスを提供するために必要な網の能力を定義する基本となる。ＪＴ－Ｉ２１０によれば、ステ

ージ１のサービス記述は３つのステップ：一般的用語でのサービス記述、静的サービス記述、動的サービ

ス記述を使用する。これらのステップはそれぞれ２章、８章、９章から始まる。 

 

２．定 義 
 このベアラサービスはあるＳ／Ｔ参照点から別のＳ／Ｔ参照点への順序保証されたサービスデータユニ

ット（ＳＤＵ）の両方向転送を提供している。サービスデータユニットは付与されたラベルに基づいて適

当なレイヤ２のプロトコルデータユニット（ＰＤＵ）により網内をルーチングされる。このラベルはロー

カルに意味をもつ論理識別子である（プロトコル記述中ではＤＬＣＩと呼ばれる）。 

 Ｓ／Ｔ参照点でのユーザ・網インタフェース構造は多くの着信先に対する複数のバーチャルコールおよ

び／又は複数のパーマネントバーチャルサーキットの設定を許容する。このサービスは、ポイント・マル

チポイント（受動バス）およびポイント・ポイント（ＮＴ２）のＩＳＤＮアクセス形態で適用可能である。 

 このサービス記述への要求条件は、ＯＳＩネットワークレイヤサービスをどの様にして提供できるかを

示すことである。 

 

３．解 説 
3.1 概 要 

  フレームリレーベアラサービスは以下の特徴をもっている。 

１）全てのＣプレーン手順は、必要であれば、全てのＩＳＤＮテレコミュニケーションサービスにわたっ

て統合化されているプロトコル手順を使用した、論理的に分離された方法で実行される。 

２）レイヤ１でのＵプレーン手順はＴＴＣ標準ＪＴ－Ｉ４３０／ＪＴ－Ｉ４３１に基づいている。レイヤ

２でのＵプレーン手順はＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ９２２のコア機能に基づいている（３．１．１節参照）。

これらのレイヤ２コア機能はレイヤ１機能の上位でユーザ情報フローの統計多重を許容している。こ

のベアラサービスはあるＳ／Ｔ参照点から別のＳ／Ｔ参照点への順序保証されたサービスデータユニ

ット（フレーム）の両方向転送を提供している。 

 このベアラサービスは、 

１）あるＳ／Ｔ参照点で送信されたＳＤＵが他端に配送された時その順序を保証する。 

 

注）網がＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ９２２のコア機能の上位にいかなる手順も提供しないので、シーケンス番号

は網により保持されない。網は、原則として、フレームの順序が保証される方法で、インプリメント

されるべきである。 

 

２）伝送誤り、フォーマットエラー、動作上の誤り（例えば認識不可のラベルをもったフレーム等）を検

出する。 

３）フレームを透過的に伝送し、網はラベルとフレームチェックシーケンス（ＦＣＳ）のみを修正するこ
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とが可能である。 

４）フレームに対し応答しない（網内では）。 

 上記機能はＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ９２２のコア機能に基づいている。コア機能は以下のパラメータの値に

より特徴付けられるサービス品質を提供する。 

１）スループット 

２）アクセス速度 

３）認定情報速度 

４）認定バーストサイズ 

５）超過バーストサイズ 

６）中継遅延 

７）残余誤り率 

８）誤りフレーム 

９）重複フレーム 

１０）シーケンス異常フレーム 

１１）損失フレーム 

１２）誤配送フレーム 

 

3.1.1 コア機能 

 ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ９２２のコア機能は 

 －フレームの境界識別、配列、透過性 

 －アドレスフィールドを用いたフレームの多重化、分配１ 

 －「０」ビットを挿入する前または除去した後に、フレームが整数個のオクテットで構成されているか

どうかの検査 

 －フレームが長すぎたり短すぎないかどうかの検査（４．２．２．１．６節参照） 

 －伝送誤りの検出 

 －輻輳制御機能 

 

3.2 特殊用語 

 付属資料Ａ参照。 

 

3.3 テレコミュニケーションサービスに適用する場合の条件 

 適用されない。 

 

3.4 適 用 

 この標準に記述されているフレームモードベアラサービスは超低速から高速（代表的には 2Mbit/s）の

広範囲な速度と広範囲なデータアプリケーションを提供することをねらいとしている。ローカルエリアネ

ットワーク（ＬＡＮ）間接続が代表的な適用例となりうる。 

 

 ────────────────────────────────────────────  

 １ アドレスフィールドのデフォルト長は２オクテットである。最後のオクテットは付加的な制御情報

フィールドであるのでアドレスフィールド長は３もしくは４オクテットに拡張できる。 
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４．手 順 
4.1 サービス提供／取消 

 本ベアラサービスはインタフェース上の各ＩＳＤＮ番号またはＩＳＤＮ番号のグループに適用する、い

くつかの加入契約オプションとともに提供される。 

 各加入契約オプションにおいて一つの値を選択できる。 

 インタフェースの加入契約オプションは以下のように要約される。 

 －フレームリレーベアラサービスへの一般加入
１，２   

 －ユーザによりサービスプロファイルが定義されたフレームリレーベアラサービスへの加入 

 －端末を選択するためのサブアドレスの伝達および／又はＯＳＩネットワークレイヤサービスを提供す

るためのＮＳＡＰアドレスの伝達への加入
３ 

 －端末の選択目的のために必要とされている付加サービスの複数加入者番号（ＭＳＮ）またはダイレク

トダイヤルイン（ＤＤＩ）への加入 

 一般に、ユーザ・網インタフェースで利用可能な情報チャネル数に関しては制限がある。 

 －インタフェース上で生起している呼の総数の最大値（通信中フレームリレーＶＣ）：Ｎ 

 －チャネル（Ｄ，Ｂ，Ｈ）上で生起している呼の総数の最大値（通信中フレームリレーＶＣ）：Ｍ 

 

4.2 通常手順 

 すべてのユーザ・網のシグナリングは論理的な個別のメッセージを用いて行われる。 

 Ｓ／Ｔ参照点のユーザ側で、ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｉ４３０またはＴＴＣ標準ＪＴ－Ｉ４３１はＵ（ユー

ザ）およびＣ（制御）プレーンのためのレイヤ１プロトコルを提供している。 

 Ｃプレーンは各々レイヤ２、３プロトコルとしてＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ９２１およびＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ

９３３によりＤチャネルを使用する。 

 パーマネントバーチャルサーキット（ＰＶＣ）ではリアルタイムな呼設定の必要はなく、また、パラメ

ータは加入時に合意される。 

 Ｕプレーンは、ユーザがＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ９２２のコア機能をインプリメントしているあらゆるチャ

ネル（Ｄ，Ｂ，またはＨ）を使用することができる。 

 

4.2.1 サービスの活性／非活性／登録 

 適用されない。 

 

4.2.2 シーケンスの起動と動作 

 バーチャルコールおよびパーマネントバーチャルサーキット手順は共に与えられた端末によって同時に

起動および動作することが可能である。 

 

 ────────────────────────────────────────────  

 １ 一般ＩＳＤＮ加入のデフォルトとして提供される場合があるので網の中にはフレームリレーベアラ

サービスへの加入を必要としない場合がある。 

 ２ アドレス規約（＜例＞アドレス長）は加入時に決められる。 

   アドレス規約はアクセスごとに適用される。 

 ３ 発信者番号通知制限（ＣＬＩＲ）または接続先番号通知制限（ＣＯＬＲ）を使用した場合、ＮＳＡ

Ｐアドレスの通知は制限されることがある。 
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4.2.2.1 バーチャルコール手順 

 サービス起動手順の起動前に、シグナリングのためのレイヤ１物理チャネルとシグナリングのための確

実なデータリンクコネクションが必要とされる。 

 

4.2.2.1.1 サービスの起動（呼設定） 

 呼は発信ユーザが着信ユーザを識別する番号を含めて必要なベアラサービスを網を介して着信ユーザに

要求することによって起動される。 

 ベアラサービスのために必要なその他の情報および付加情報（例．発信者識別）をも含むことができる。 

 ３つの利用可能チャネル種別（Ｄ，Ｂ，Ｈ）を使用することができる。さらに、利用可能物理チャネル

アクセス形態が２つある。 

 －チャネルの呼毎設定 

 －チャネルの半固定設定 

 

 第一の形態において物理チャネルが設定されない、または、すでに設定したチャネルに空き容量がない

場合、他のチャネル（利用可能ならば）をＱ．９３３手順を用いて設定できる。 

 第二の形態において、更に、Ｄチャネルのダイナミックな設定手順は必要としない。 

 いったん物理チャネルがダイナミックまたは半固定のどちらかで設定されたならば、バーチャルコール

の場合、論理識別子の値および３章で定義した他の関連パラメータは、Ｃプレーンの手順によって呼設定

の中でネゴシエーションされる。 

 要求されたパラメータに応じて網は呼を受け付けたりまたは拒否する。 

 Ｓ／Ｔ参照点のユーザ・網インタフェース構造では一つまたは複数の着信先に対する複数のバーチャル

コールおよび／又はパーマネントバーチャルサーキットの設定を許容している。 

 ＯＳＩネットワークレイヤサービスをどの様にして提供できるかを示すことがこのサービス記述への要

求条件であり、ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ９３３はＯＳＩネットワークサービスのためのコネクション設定や解

放のプリミティブ、パラメータを記述するために使用される。詳細は付属資料Ｂを参照。 

 

4.2.2.1.2 呼設定中の表示 

 相互接続が行われる場合には、相互接続の表示が必要となる。 

 ユーザは、その時、相互接続を続けるか呼を解放するか決定することができる。 

 ６章およびＩＴＵ－Ｔ勧告Ｉ．５００シリーズを参照。 

 ＯＳＩネットワークサービス提供の特定の表示のため付属資料Ｂも参照。 

 

4.2.2.1.3 端末の選択／識別 

 サブアドレスと同様に複数加入者番号とダイレクトダイヤルインの付加サービスは端末の選択および識

別に適用する方法である。 

 

4.2.2.1.4 呼の通知 

 Ｑ．９３３手順は着呼をユーザに通知するために使用される。 

 

注）着信ユーザはチャネルネゴシエーションにより特定チャネル（Ｄ，Ｂ，またはＨ）上で呼が提供され

るように要求することができる。 
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4.2.2.1.5 ＣプレーンおよびＵプレーン間の同期化 

 接続確認受信時と実際のコネクション設定時との時間にギャップがある場合がある。データ転送を開始

する以前にコネクションを検証する必要がある。 

 これはＵプレーンにおいてエンド・エンドで行われる。 

 

4.2.2.1.6 バーチャルコール手順でのデータ転送 

 フレームリレーデータユニットはＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ９２２で定義されたフレームである。 

 網により提供される基本ベアラサービスはＳ／Ｔ参照点間のフレームの非確認形転送である。 

 本サービスによって提供されるフレームサイズは以下により決定される。 

 ａ）すべての網で提供されるデフォルト最大情報フィールド長は２６０オクテットである。 

 ｂ）他の値はすべてユーザ・網間および網間でネゴシエーションされる。 

 ｃ）網が少なくとも１６００オクテットをネゴシエーションされた値として提供することは、ＬＡＮ

（ＩＳＯ８８０２．３）間接続のようなアプリケーションにおいてユーザ装置による分割・再組立

の必要性を防ぐために強く推奨される。 

 ｄ）フレームスイッチとの相互接続時Ｄチャネルが使用されている場合、使用できる最大情報フィール

ドは２６０オクテット（Ｎ２０１）である。 

 特に、フレームスイッチ網と相互接続された時は２バイトのフレームスイッチ制御フィールドをもつた

め、フレームリレーのデフォルト値２６２オクテット（Ｎ２０３）はネゴシエーションなしで使用するこ

とはできない。 

 ネゴシエーションなしの場合、フレームリレーのユーザーはＮ２０１（２６０オクテット）値を使用し

なければならない。 

 図４－１／ＪＴ－Ｉ２３３［Ⅰ］に本サービスのためのＵプレーン構造を説明する。 

 レイヤ３を含むレイヤ３までのプロトコルの機能が示されている。網はフルレイヤ２プロトコル（Ｑ．

９２２）を終端しない。 

 サブレイヤに含まれるユーザ・網インタフェース（Ｓ／Ｔ参照点）で提供されるベアラサービスは３．

１．１節に定義したコア機能のみ提供する。 

 本サブレイヤは付属資料Ｃでモデル化されたコアサービスを提供する。 

 本サブレイヤは上述で定義した最大情報フィールドサイズ以内のオクテットを含むプロトコルデータユ

ニットの境界を識別し、非確認形の透過伝送を提供する。 

 サービスデータユニットはフレームで伝送される。 

 フレームがＱ．９２２コア要求を満たさない場合、サブレイヤエンティティによって受信されたフレー

ムは廃棄される。 
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 注）Ｑ．９２２は使用できるプロトコルの一つである。他の標準、または、特有のプロトコルが使用で

きる。 

 

図４－１／ＪＴ－Ｉ２３３［Ⅰ］ Ｕプレーン構造 

             （ＩＴＵ－Ｔ Ｉ．２３３．１） 

 

 

 同じく、フレームは網内の状態またはスループットのような他の理由により廃棄されることがある。 

 その他の全ての場合において、フレームはエンドユーザに中継される。 

 コアサービスは基本または一次群インタフェース上で、そして、あらゆるＩＳＤＮチャネル（Ｄ，Ｂ，

Ｈ）上で提供される。エンド・エンドコネクションにおいて少なくともアクセスチャネルの一つがＤ

（16/64kbit/s） チャネルである場合、いくつかの制限（例えばフレームサイズ）がある。 

 ＯＳＩコネクションオリエンテッドネットワークレイヤサービス（ＣＯＮＳ／Ｘ．２１３）のデータ転

送フェーズはＸ．２５ＤＴＰ、適切なＩＳＯレイヤ２／３プロトコル、または、Ｑ．９２２上のコンバー

ジェンスプロトコルを使用することにより提供される。後者の場合、Ｘ．２１３において定義された網サ

ービスの必須機能のみ提供される
１
。 すべてのこれらの形態が許可されたとしても、フレームスイッチ

ベアラサービス、および、ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｘ２５を使用した網との相互接続が可能と見込まれるのでＱ．

９２２とＸ．２５ＤＴＰの結合が好ましいと思われる。詳細は付属資料Ｂを参照。 

 Ｕプレーンにおいて提供されたコアサービスはＩＳＯ８４７３を使用することによるＯＳＩコネクショ

ンレスネットワークサービス（ＩＳＯ８３４８ ＡＤＤ１）、または、コアサービス直接上位の他のＯＳ

Ｉコネクションレスネットワークプロトコル、または、例えばＱ．９２２上の非確認形情報転送サービス

を提供することができる。この場合、固定リンクが使用される。 

 オンデマンドリンクの使用は今後の検討課題である。 

 

 

 

 ────────────────────────────────────────────  

 １ 必須機能は付属資料Ｂに記述される。 

 

網 Ｓ／Ｔ Ｓ／Ｔ ユーザ ユーザ 

ユーザ特有 

ユーザ特有 
（注） 

Q.922 
コア 

I.430 
/I.431 

Q.922 
コア 

I.430 
/I.431 

DL-ｺｱ-SAP 

ｺｱｻｰﾋﾞｽ ｺｱｻｰﾋﾞｽ 

DL-ｺｱ-SAP 

ユーザ特有 

ユーザ特有 
（注） 

Q.922 
コア 

I.430 
/I.431 
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4.2.2.1.7 輻輳マネジメントと制御 

 フレームリレーベアラサービスのＵプレーンにおける輻輳はトラヒック、リソース（例、メモリ、帯域

幅、プロセッサ）が網の設計レベルを越えた場合に発生する。 

 輻輳は他の理由でも発生する（例、装置障害）。網輻輳の影響はスループットおよび遅延による性能の

低下である。輻輳制御機構の第一の目的は各バーチャルコールまたはパーマネントバーチャルサーキット

に関して非常に高い確率で、規定されたサービス品質（例、スループット、遅延、フレーム損失）を維持

することである。 

 ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｉ３７０に輻輳の詳細を示す。 

 

4.2.2.1.8 呼の終了（呼解放） 

 呼が解放される時、呼によって使用される全てのリソースは解放される（例、ラベル、呼番号値等）。

即時チャネル設定形態において、呼が存在しない場合、そして、ユーザまたは網からの要求の場合、同様

にユーザまたは網が物理チャネルを解放することができる。 

 網が要求する場合はＣプレーンレイヤ２およびインタフェースレイヤ１を停止する。 

 

注）一次群アクセス（ＰＲＡ）は停止状態が定義されない。 

 

 半固定チャネルアクセス形態において、網またはユーザはＣプレーンレイヤ２のみ停止することができ

る。 

 フレームリレーバーチャルコールは網に表示することにより、どちらか、または両方のユーザで終了さ

せることができる。いずれにせよ、適切な表示がもう一方のユーザに通知される。 

 網はいくつかの理由、たとえば、重輻輳、エラー、または、障害状態により呼を終了することができる。 

 

4.2.2.2 パーマネントバーチャルサーキット手順 

 パーマネントバーチャルサーキットのための呼設定または呼解放はない。フレームリレーノードに対し

ては、適切な位置で接続がなされていなければならない。論理識別子、および他の関連するパラメータは

管理手順により定義される。 

 

4.2.2.2.1 レイヤ１の活性／設定 

 レイヤ１は常にアクティブでなければならない。チャネルは加入時に設定しなければならない。 

 

4.2.2.2.2 端末の選択／識別 

 加入時に決められる。 

 

4.2.2.2.3 呼設定 

 適用されない。 

 

4.2.2.2.4 データ転送 

 ４．２．２．１．６節および４．２．２．１．７節を参照。 

 

4.2.2.2.5 呼の終了 

 適用されない。 
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4.2.2.2.6 レイヤ１の非活性／解放 

 レイヤ１および提供されたチャネルは常にアクティブでなければならない。 

 

4.2.3 照会／編集 

 適用されない。 

 

4.3 例外手順 

4.3.1 サービスの活性／非活性／登録 

 適用されない。 

 

4.3.2 シーケンスの起動と動作 

4.3.2.1 バーチャルコール 

 発信／着信ユーザエラー、ユーザ状態、または、網状態による障害状態の場合、適切な障害表示が網よ

り通知され、設定中の呼または設定済みの呼は終了される。 

 Ｑ．９３３初期設定手順が実施される。初期設定手順は半固定接続チャネル以外のベアラチャネルにの

み適用される。初期設定手順では指定された物理チャネルまたは、インタフェースにおいて通信中および

手順を実施する前に明らかに解放されなかった全ての残されたフレームモードコネクションを（対応した

呼番号およびＤＬＣＩ値とともに）解放する。 

 

4.3.2.2 パーマネントバーチャルサーキット 

 ユーザエラー、ユーザ状態、または、網状態による障害状態の場合、適切な障害表示が網より通知され

る。 

 

4.3.3 照会／編集 

 適用されない。 

 

4.4 代替手順 

 適用されない。 

 

4.5 検 証 

 適用されない。 

 

５．課金のための網機能 
 課金原則は、本標準の範囲外である。ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｄシリーズを参照のこと。しかし、輻輳管理手順

およびサービス品質条件が、課金原則を持つ場合がある。 

 

5.1 フレームリレーバーチャルサーキットの課金 

  フレームリレーバーチャルサーキットサービスに関して、正確に加入者に課金できること。 

 

5.2 フレームリレーパーマネントバーチャルサーキットの課金 

  フレームリレーパーマネントバーチャルサーキットサービスに関して、正確に加入者に課金できること。 
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６．相互接続 
 異なるパケット／フレームモードベアラサービスを相互接続するためには、本サービス記述に記述され

ているベアラサービスを提供するＩＳＤＮと、以下のサービスとの間の相互接続を提供する必要がある。 

 －フレームスイッチベアラサービス 

 －ＩＳＤＮかまたはＰＳＰＤＮによって提供されるＸ．２５に基づくサービス 

 －ローカルエリアネットワーク（ＬＡＮ） 

 －回線交換モードベアラサービス 

 －広帯域ＩＳＤＮサービス 

 詳細な相互接続への要求条件は、ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｉ．５００シリーズを参照のこと。 

 

７．付加サービスとの相互作用 
 適用されない。 

 

８．属性と特性値（個々のベアラサービスの提供法を含む） 
8.1 属性／値 

 

表８－１／ＪＴ－Ｉ２３３[Ⅰ] 

                               （ＩＴＵ－Ｔ Ｉ．２３３．１） 

 

情報転送属性 値 

1. 情報転送モード フレーム 

2. 情報転送速度 

 

ユーザ情報アクセスチャネルの最大ビットレート

と論理リンクのスループット以下。 

3. 情報転送能力 非制限 

4. 構造 サービスデータユニット構造保存 

5. 通信の設定 即時／固定 

6. 対称性 両方向対称 

7. 通信形態 ポイント・ポイント 

アクセス属性 値 

8. アクセスチャネル Ｄ、ＢまたはＨ 

9. アクセスプロトコル  

9.1 信号アクセスプロトコルレイヤ１ ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｉ４３０またはＪＴ－Ｉ４３１ 

9.2 信号アクセスプロトコルレイヤ２ ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ９２１ 

9.3 信号アクセスプロトコルレイヤ３ ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ９３３ 

9.4 情報アクセスプロトコルレイヤ１ ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｉ４３０またはＪＴ－Ｉ４３１ 

9.5 情報アクセスプロトコルレイヤ２ 

  コア機能 

コア機能 

ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ９２２ 

9.6 情報アクセスプロトコルレイヤ２ 

  データリンク制御 

 

ユーザ定義： 

Ｑ．９２２ではフレームスイッチおよびＸ．２５

との相互接続を要求している。 
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表８－１／ＪＴ－Ｉ２３３[Ⅰ]（続き） 

                              （ＩＴＵ－Ｔ Ｉ．２３３．１） 

 

一般属性 値 

10. 提供される付加サービス 

 （暫定的なリスト） 

 ダイレクトダイヤルイン（ＤＤＩ）、 

複数加入者番号（ＭＳＮ） 

発信者番号通知（ＣＬＩＰ）、 

発信者番号通知制限（ＣＬＩＲ）、 

接続先番号通知（ＣＯＬＰ）、 

接続先番号通知制限（ＣＯＬＲ）、 

悪意呼通知（ＭＣＩD）、 

サブアドレス、 

ビジー時着信転送（ＣＦＢ）、 

 無条件着信転送（ＣＦＵ）、 

閉域接続（ＣＵＧ）、 

私設番号計画、 

課金情報通知、 

着信課金 

 

注）他の付加サービスの追加は今後の検討課題。 

 

現在のＸ．２／Ｘ．２５ファシリティに相当する

新しい付加サービスの定義もまた今後の検討課

題。 

11. サービス品質 

 

 

 今後の検討課題。 

注）輻輳マネジメントがＱＯＳに影響を及ぼす。 

  （ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｉ３７０参照） 

12. 相互接続の可能性 ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｉ．５００シリーズ参照。 

13. 運用管理 

 

今後の検討課題。 

注）４章参照。 
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8.2 個々のベアラサービスの提供法 

 ａ） 全体としての提供法：付加（Ａ）。付加（Ａ）の定義は、ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｉ２３０で示される。 

 ｂ） 付随属性のバリエーション： 

 

表８－２／ＪＴ－Ｉ２３３［Ⅰ］ 

                                 （ＩＴＵ－Ｔ Ｉ．２３３．１） 

 

情報転送属性 通信の設定 対称性 通信形態 提供法 

情報転送速度 

表 1/JT-I233[Ⅰ]2 項

参照。 

即時 

 

両方向対称 

 

ポイント・ポイント 

 

Ａ 

 

情報転送速度 

表 1/JT-I233[Ⅰ]2 項

参照。 

固定 

 

両方向対称 

 

ポイント・ポイント 

 

Ａ 

 

 

 

９．動的記述 
 規定されない。 
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付属資料Ａ 用語の定義 
（ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｉ２３３［Ⅰ］に対する） 

 

１．スループット 

 バーチャルコネクション
１
のスループット（ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｘ．１３４を参考にした付図Ａ－１／ＪＴ

－Ｉ２３３［Ⅰ］を参照）とは、単位時間内にそのバーチャルコネクションを通過して、一方向に正しく

転送される各フレームの、アドレスフィールドとＦＣＳフィールドの間に格納されるデータのビット数で

ある。正しく転送されるとは、各フレームのＦＣＳチェックが満たされたことを意味する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

付図Ａ－１／ＪＴ－Ｉ２３３［Ⅰ］ バーチャルコネクション 

                   （ＩＴＵ－Ｔ Ｉ．２３３．１） 

 

 

 

 

 

 ────────────────────────────────────────────  

 １ バーチャルコネクション区間についてはＩＴＵ－Ｔ勧告Ｘ．１３４に定義されている。 

ＤＴＥ 

国内部分 

国際バーチャルコネクション 

中継網 
 

区間 

中継網 
 

区間 

ｱｸｾｽ網 
 

区間 
網間 

 
接続 

 
回線 

 
区間 

網間 
 

接続 
 

回線 
 

区間 

網間 
 

接続 
 

回線 
 

区間 

ｱｸｾｽ 
 

回線 
 

区間 

国際部分 

区間の境界 部分の境界 

ＤＴＥ 

国内部分 

中継網 
 

区間 

ｱｸｾｽ網 
 

区間 
網間 

 
接続 

 
回線 

 
区間 

ｱｸｾｽ 
 

回線 
 

区間 

国境 国境 

１以上 
任意 

１以上 
任意 

１以上 
任意 
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２．中継遅延 

 中継遅延は区間の境界
１
間においてだけ定義される。フレームプロトコルデータユニット（ＦＰＤＵ）

の中継遅延はＦＰＤＵの先頭ビットが最初の境界を通過した時刻ｔ１に始まり、ＦＰＤＵの末尾ビットが

二番目の境界を通過した時刻ｔ２に終わる。 

    中継遅延＝ｔ２－ｔ１である。 

バーチャルコネクションでの中継遅延は境界遅延の総和に等しい。 

 

３．情報構造 

 情報構造は、網が運ぶすべてのフレームがフレームチェックシーケンス（ＦＣＳ）有効性のチェックを

満たす時に、保存される。 

 

４．アクセス速度 

 ユーザアクセスチャネル（Ｄ，ＢまたはＨ）のデータ速度である。アクセスチャネルの速度は、エンド

ユーザから網へのデータの流入量（最大速度）を決定する。 

 

５．認定バーストサイズ（Ｂｃ） 

 間隔Ｔｃにおいて、ユーザが網に対して発生可能な認定された最大データ量である。Ｂｃは、呼設定時

にネゴシエーションされる。 

 

６．超過バーストサイズ（Ｂｅ） 

 間隔Ｔｃにおいて、Ｂｃを超過できる許可された最大データ量である。一般的にこのデータ（Ｂｅ）は、

Ｂｃよりも到達率が低い。Ｂｅは、呼設定時にネゴシエーションされる。 

 

７．認定速度測定時間（Ｔｃ） 

 ユーザが、認定バーストサイズ（Ｂｃ）および超過バーストサイズ（Ｂｅ）のみの転送を許可される時

間間隔。Ｔｃは計算によって決まる。 

 

８．認定情報速度（ＣＩＲ） 

 網が通常時に転送を認定する情報転送速度。この速度は時間Ｔｃの最小間隔における平均である。ＣＩ

Ｒは、呼設定時にネゴシエーションされる。 

 

９．輻輳マネジメント 

 これは、網工学，輻輳の始まりを検知するＯＡＭ手順，および輻輳防止または回復のためのリアルタイ

ムメカニズムを含む。輻輳マネジメントは、以下に定義している輻輳制御，輻輳回避，および輻輳回復を

含んでいるが、それだけに制限されてはいない。 

 

１０．輻輳制御 

 これは、ピークトラヒックの同時発生または網の過負荷状態（例えば、リソース異常）の間に、輻輳の

防止，回復を行うリアルタイムメカニズムを提供する。輻輳制御は、輻輳回避と輻輳回復メカニズムの双

方を含む。 

────────────────────────────────────────────  

 １ 区間の境界についてはＩＴＵ－Ｔ勧告Ｘ．１３４に定義されている。 
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１１．輻輳回避 

 輻輳回避手順は、輻輳がシビアになるのを防止するため、軽輻輳の開始時、またはそれ以前に実施され

る手順を示したものである。輻輳回避手順は、軽輻輳および重輻輳の領域内およびその近辺で行う。 

 

１２．輻輳回復 

 輻輳回復手順は、網によって提供されたエンドユーザのサービス品質のシビアな低下から、輻輳を防止

するために実施される手順を示したものである。この手順の典型としては、輻輳のために、網がフレーム

廃棄を開始したときに起動される。輻輳回復手順は、重輻輳の領域内で行う。 

 

１３．残余誤り率 

 残余誤り率は、フレームモードベアラサービスおよびこれに対応するレイヤサービスについて定義され

る。フレームモードベアラサービスに対応するレイヤサービスは、サービスデータユニット（ＳＤＵ）の

交換により特徴づけられる。フレームリレーでは、ＳＤＵはＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ９２２のコア機能とその

上にインプリメントされるエンド・エンドプロトコルとの機能の境界で交換される。網はこれらの交換に

フレームプロトコルデータユニット（ＦＰＤＵ）を扱うことで関係する。フレームリレーでは、ＦＰＤＵ

はＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ９２２のコア機能において定義されるフレームである。 

 フレームリレーレイヤサービスにおける残余誤り率は以下の式で定義される： 

 正しく配送されたＳＤＵの総数 
   Ｒｆｒ ＝１－ ─────────────────── 
  入力されたＳＤＵの総数 

 

 フレームリレーにおける残余誤り率は以下の式で定義される： 

 正しく配送されたＦＰＤＵの総数 
   Ｒｆｒ ＝１－ ─────────────────── 
  入力されたＦＰＤＵの総数 

 

１４．誤りフレーム 

 配送されたフレームの中に１ビット以上の誤りがあるとき、あるいはいくつかのビットが損失ビットま

たは余剰ビット（すなわち元の信号には無かったビット）である場合に、そのフレームを誤りフレームと

定義する。（ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｘ．１４０参照） 

 

１５．重複フレーム 

 特定の着信先ユーザが受信したフレームＤが、以下の二つの条件の両方を満たした時にそのフレームを

重複フレームと定義する。 

ａ）送信元ユーザはフレームＤを生成していない。 

ｂ）フレームＤの内容は、その着信先にそれ以前に配送されたフレームの内容と全く同一である。 

 

１６．シーケンス異常フレーム 

 一連のフレーム列Ｆ１，Ｆ２，Ｆ３・・・，Ｆn を考える。Ｆ１が１番目、Ｆ２が２番目、・・・、Ｆｎが最

後に送信されるとする。配送されたフレームＦｉがＦ(ｉ＋１)、Ｆ(ｉ＋２)，・・・，Ｆｎのいずれかの後に着信

先に届いた時、フレームＦｉをシーケンス異常フレームと定義する。 

 

１７．損失フレーム 

 送信されたフレームが規定時間以内に意図した着信先ユーザに届かず、かつそれが網の責任である時に、

そのフレームは損失フレームであると宣言される。（ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｘ．１４０参照） 
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１８．誤配送フレーム 

 誤配送フレームは、送信元ユーザから意図した着信先以外のユーザに転送されたフレームである。情報

が正しいか否かは、この場合問題ではない。（ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｘ．１４０参照） 
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付属資料Ｂ ＯＳＩネットワークレイヤサービスの提供  
（ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｉ２３３［Ⅰ］に対する） 

 

１．概 要 

 本付属資料は、フレームリレーベアラサービスが、ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｘ.２１３で記述されるＯＳＩネット

ワークレイヤサービス（ＯＳＩ－ＮＳ）を提供する方法を示す。ＯＳＩ－ＮＳに含まれる全ての要素の内、

いくつかは“サービス提供者オプション”であることに注意されたい。このため、以下においてオプショ

ンと指示される要素と、必須とされる他の全ての要素とを区別して記述する。 

 ＯＳＩ－ＮＳは３つのフェーズから構成される。 

 －コネクション設定フェーズ 

 －データ転送フェーズ 

 －コネクション解放フェーズ 

 以下において、コネクション設定および解放フェーズをＱ．９３３手順を用いて提供する方法を示す。

データ転送フェーズはＱ．９２２と他のプロトコルにより提供される。 

 また、ＯＳＩ－ＮＳが提供している、相互接続のための一般的枠組みも描く。 

 以下の機能は、Ｑ．９２２より上位のプロトコルが提供することを要求される。 

 －分割と再組立（注） 

 －リセット（注） 

 －プロトコル識別子 

 －優先データ 

 －制限データ表示 

 

（注）これらの機能は強く要求される。 

 

２．コネクション設定および解放 

 ＯＳＩネットワークサービス（ＯＳＩ－ＮＳ）のコネクション設定および解放フェーズは、Ｑ．９２１

レイヤ２上で動作するレイヤ３のＱ．９３３手順により提供される（付図Ｂ－１／ＪＴ－Ｉ２３３［Ⅰ］

参照）。ネットワークサービスのコネクション設定および解放プリミティブは、Ｑ．９３３メッセージに

マッピングされ、Ｄチャネル上のアウトバンド、もしくは信号用のデータリンクコネクション識別子（Ｄ

ＬＣＩ）上のインバンドで交換される。 

 ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ９３３は、ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｘ.２１３で勧告された全ての必須およびオプションのサ

ービスとパラメータとをネゴシエーションするためのプロトコル能力を提供する。しかし、オプション能

力を提供するかどうかはサービス提供者による。 
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注）これらのプロトコルは２つのエンドシステムと接続される加入者線交換機で終端される。同位エンテ

ィティ間のプロトコルは網提供者により規定される。 

 

付図Ｂ－１／ＪＴ－Ｉ２３３［Ⅰ］ コネクション設定および解放フェーズ 

                （ＩＴＵ－Ｔ Ｉ.２３３.１） 

 

 

３．データ転送 

 ＯＳＩデータ転送フェーズは、エンドシステム上に位置し、コネクション設定フェーズをへて獲得され

た論理チャネル上のリンクレイヤの上位において動作するプロトコル（付図Ｂ－２／ＪＴ－Ｉ２３３

［Ⅰ］のプロトコルエンティティＸ）により提供される。プロトコルエンティティ（Ｘ）は、コネクショ

ン設定フェーズにおいてネゴシエーションされたネットワークサービスの要素を提供しなくてはならない。 

 （Ｘ）の機能を提供するためには、２つの方法がある。 

１）Ｘ．２５データ転送プロトコルの使用（Ｘ．２５ＤＴＰ） 

２）新しいコンバージェンスプロトコル 

 方法２）はＯＳＩ－ＮＳの必須機能のみ提供すればよいため、オプション機能が要求されるかどうかは、

与えられるサービスに関連して決定されるべきである。 

ＮＳ利用者(レイヤ 4) ＮＳ利用者(レイヤ 4) 

注 
Q.933 

Q.921 

I.430/431 

Q.933 

Q.921 

I.430/431 

Q.933 

Q.921 

I.430/431 

Q.933 

Q.921 

I.430/431 

注 

注 
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注）Ｑ．９２２制御は使用できるプロトコルの一つである。他の標準および特有のプロトコルも使用でき

る。 

 

付図Ｂ－２／ＪＴ－Ｉ２３３［Ⅰ］ データ転送フェーズ 

                      （ＩＴＵ－Ｔ Ｉ.２３３.１） 

 

 

４．相互接続 

 Ｘ．２５／Ｘ．３１網との相互接続が必要である場合、またはＯＳＩネットワークサービスの必須およ

びオプション要素の全てが要求される場合、方法１）が推奨される。 

 Ｘ．２１３サービスを提供する網間の相互接続が要求される場合、相互接続はプロトコル要素のマッピ

ングを行うことにより達成される。この場合、ネットワークサービスのオプション要素のいくつかは提供

されないかもしれない。 

 

５．ＣプレーンとＵプレーンの整合 

 ＯＳＩ ＣＯＮＳの呼制御およびデータ転送機能を両方とも提供するためには、整合マッピング機能が

必要である。この整合機能は付図Ｂ－３／ＪＴ－Ｉ２３３［Ⅰ］に示される。 

 

ＮＳ利用者(レイヤ 4) 

Ｘ 
 

３章参照 

Q.922 
制御 
（注） 

Q.922 
     コア 

I.430/431 

ＮＳ利用者(レイヤ 4) 

Ｘ 
 

３章参照 

Q.922 
制御 
（注） 

Q.922 
コア 

I.430/431 

Q.922 
       コア 

Q.922 
       コア 

I.430/431 I.430/431 
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 注１）ネットワークサービスを提供するためのプロトコルは以下であろう。 

     i） ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ９２２付録Ⅳに従うコンバージェンスプロトコル 

     ii） Ｘ．２５ＤＴＰ 

 注２）Ｑ．９２２上位は使用できるプロトコルの一つである。他の標準および特有のプロトコルも使用

できる。 

 

付図Ｂ－３／ＪＴ－Ｉ２３３［Ⅰ］ 整合マッピング機能 

                      （ＩＴＵ－Ｔ Ｉ.２３３.１） 

 

DL-コア-SAP 

コアサービス 

整合マッピング機能 

Ｑ．９３３ 注１ 

Ｑ．９２２手順 
 

注２ 

制御 ユーザ 

Ｑ．９２２ 

Ｉ．４３０／４３１

ＩＳＤＮ 

Ｑ．９２２コア 
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付属資料Ｃ コアサービス記述 
（ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｉ２３３［Ⅰ］に対する） 

 

 付属資料Ｃは、ＵプレーンにおけるＩＳＤＮレイヤサービスであるコアサービスの概要説明を含んでい

る。 

 コアサービスは、フレームリレーベアラサービスによって提供される。この場合、コアサービスは、コ

アサブレイヤと呼ばれるＯＳＩ参照モデルにおけるデータリンクレイヤ内のサブレイヤによって提供され

る。 

 コアサービスは、将来のＢ－ＩＳＤＮでの機能と重複することなく、Ｂ－ＩＳＤＮにより提供されるこ

とが予想される。 

 ＯＳＩレイヤサービス定義規約（ＩＴＵ－Ｔ勧告 Ｘ．２１０）が、コアサービスの概要説明の基礎で

あり、ＩＳＤＮとＢ－ＩＳＤＮに用いられるモデルの差を克服するものである。その概略説明ではデータ

転送サービスに焦点を置いている。Ｕプレーンにおいてコアサービスを提供する場合の呼制御面は、 

 ・Ｃプレーンの機能により提供されてシステムマネジメントにより整合される。 

 ・コアプレーンにおける半固定コアサービスを提供する場合は、固定割り付けされたリソースにより生

成される。 

 

１．参考文献 

 ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｘ．２００ －ＩＴＵ－Ｔアプリケーションのための開放型システム間相互接続（ＯＳＩ）

の参照モデル（さらにＩＳＯ ７４９８を参照のこと）。 

 

 ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｘ．２１０ －開放型システム間相互接続（ＯＳＩ）層サービス定義規約（さらにＩＳ

Ｏ／ＴＲ ８５０９を参照のこと）。 

 

 ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｘ．２１２ －ＩＴＵ－Ｔアプリケーションのための開放型システム間相互接続のデー

タリンクサービス定義（さらにＩＳＯ ８８８６を参照のこと）。 

 

 ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｉ．３２０ －ＩＳＤＮプロトコル参照モデル。 

 

２．定 義 

2.1 ＯＳＩ参照モデルの定義 

 本付属資料は、基本参照モデルにおいて発展した概念に基づいており、ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｘ．２００で定

義されている以下の用語を、コアサービスに対し適するものとして使用する。 

 ａ） （Ｎ）エンティティ 

 ｂ） （Ｎ）サブレイヤ 

 ｃ） （Ｎ）サービス 

 ｄ） （Ｎ）サービスアクセスポイント 

 ｅ） （Ｎ）コネクション 

 ｆ） （Ｎ）コネクションエンドポイント 

 ｇ） （Ｎ）コネクションエンドポイント識別子 

 ｈ） （Ｎ）サービスデータユニット 
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2.2 サービス規約の定義 

 本付属資料は、ＩＳＯ／ＴＲ ８５０９とＩＴＵ－Ｔ勧告Ｘ．２１０で定義されている以下の用語を、

コアサービスに対し適するものとして使用する。 

 ａ） サービス利用者（Service user） 

 ｂ） サービス提供者（Service provider） 

 ｃ） プリミティブ（Primitive） 

 ｄ） 要求（Request） 

 ｅ） 表示（Indication） 

 

３．略 語 

 ＣＥＩ： コネクションエンドポイント識別子 

 ＤＬ－コア－ＳＡＰ： データリンクレイヤ・コア・サービス・アクセスポイント 

 ＣＳＤＵ： コアサービスデータユニット 

 

４．コアサービスの定義 

4.1 規定範囲 

 本章では、コアサービスを以下によって定義する。 

 ａ） サービスのプリミティブ動作とイベント 

 ｂ） 各プリミティブ動作とイベントに関わるパラメータと、それらがとる形式 

 ｃ） これらの動作とイベントとの相互関係および、その有効なシーケンス 

 本章の第１の目的は概念的であるコアサービスの特徴を明確に記述することであり、これによりコアプ

ロトコル開発に道を示すことである。本付属資料は製品の個々のインプリメントを指定するものではなく、

またシステム内のコアエンティティやインタフェースのインプリメントを拘束するものでもない。その代

わり、本付属資料に記述されているコアサービスを満たすコアプロトコルに合わせてインプリメントを行

うことで互換性が得られる。 

 

4.2 コアサービスの概要 

 コアサービスは、コアサービス利用者間でコネクションオリエンテッドである透過的なデータ転送を提

供する。この転送を実現するためにコアサービスを提供する通信リソースがどの様に利用されるかは、こ

れらのコアサービス利用者には見えない。 

 特に、コアサービスは次の２つを提供する。 

 ａ）下位物理レイヤとの独立性 － コアサービスにおいて、サービス品質を例外として、物理レイヤ

サービスの提供方法はコアサービス利用者の関知するところでは

ない（例えば、基本速度インタフェースや一次群速度インタフェ

ース、あるいはポイント・ポイントアクセスやポイント・マルチ

ポイントアクセス）。 

 

 ｂ）転送情報の透過性 － コアサービスは、コアサービス利用者データの透過的な転送を提供する。

その情報の内容、形式、およびコーディングには制限がなく、また、その

構造および意味を解釈する必要もない。しかしながら、コアサービスデー

タユニット（ＣＳＤＵ）の最大長は制限される。 

 注）アドレッシング（すなわち、コアサービスアクセスポイントの）は、コアサービスにより提供され

ず、またコアサービス利用者にも必要とされない。コアコネクションに関係するコアサービスアク
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セスポイント（ＣＳＡＰ）の選択は、ローカルマターである。 

 

4.3 コアサービスの機能 

 コアサービスは以下に挙げる機能をコアサービス利用者に対して提供する。 

 ａ）システムマネジメントによりその設定が整合されるコアコネクション。 

 ｂ）同位のコアサービス利用者とコアサービス提供者にかわって、Ｃプレーンやシステムマネジメント

のプロトコルで整合される、コアコネクションに対して合意されたサービス品質。 

 ｃ）コアコネクション上でコアサービスデータユニットを連続して透過的に転送するための手段。制限

のある整数オクテットで構成されたＣＳＤＵの転送は、ＣＳＤＵの境界および内容がコアサービス

により保護され変えらない点、およびＣＳＤＵの内容に対する制約がコアサービスにより課せられ

ない点で、透過的である。 

 ｄ）非確認形転送の各実例に関連した、サービス品質の正確な測定。 

 ｅ）コアサービス提供者が現存する輻輳あるいは初期段階の輻輳をコアサービス利用者に通知するため

の手段。 

 ｆ）コアサービス利用者あるいはコアサービス提供者による無条件の、それゆえ、おそらく強制的なコ

アコネクションの解放。 

 

4.4 コアサービスのモデル 

 コアサービスはＯＳＩサービス規約（ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｘ．２１０）で定義されているレイヤサービスの

抽象モデルを使用してモデル化される。このモデルは２つのＤＬ－コア－ＳＡＰで生じるコアサービス利

用者とコアサービス提供者間の相互作用を定義するものである。パラメータを運ぶサービスプリミティブ

によって、サービス利用者とサービス提供者間で情報が伝えられる。付図Ｃ－１／ＪＴ－Ｉ２３３［Ⅰ］

に本モデルを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

付図Ｃ－１／ＪＴ－Ｉ２３３［Ⅰ］ コアサービスのモデル 

                    （ＩＴＵ－Ｔ Ｉ．２３３．１） 

ＡからＢへのキュー 

ＢからＡへのキュー 

コアサービス提供者 

コアサービス 
 

利用者Ａ 

コアサービス 
 

利用者Ｂ 

ＤＬ－コア－ＳＡＰ ＤＬ－コア－ＳＡＰ 
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4.4.1 コアコネクションエンドポイント識別 

 ＤＬ－コア－ＳＡＰにおいて複数のコアコネクションを区別するために、ローカルなコネクションエン

ドポイント識別機構が提供されなければならない。ＤＬ－コア－ＳＡＰに送出される全てのプリミティブ

は、関連するコアコネクションを識別するために、この機構を使用することを要求される。上記識別はロ

ーカルマターであるので、本章ではこれ以上説明を行わない。 

 

4.4.2 コアコネクションのモデル 

 コアコネクションのキューモデルは、コアサービス利用者により認識されるエンド・エンドのサービス

機能を理解する手助けとしてのみ議論される。これは、コアサービスを提供するのに用いられるコアエン

ティティの全ての機能や動作を説明するためのものではない。また、インプリメントを指定したり、制限

する意図もない。 

 コアサービス動作を提供する内部機構はコアサービス利用者には見えないものである。 

 

4.4.3 キューモデルの概念 

 キユーモデルはコアコネクション動作を２つのＤＬ－コア－ＳＡＰを結合する１組のキューにより抽象

的に表現するものである。情報が流れる方向に１つずつキューが存在し、これらのキューが独立して動作

する。ＤＬ－コア－ＳＡＰにおける相互作用の結果として、オブジェクトがキューに挿入されたり取り出

されたりする。 

 

 注）キューモデルは、下位のマネジメントプロトコルの動作をモデル化するものではない。 

 

 キューには、コアサービス利用者のみがオブジェクトを挿入することができる。また、本サービスで定

義するオブジェクトのみがデータオブジェクトであり、コアデータのプリミティブやそのパラメータを表

す。 

 キューには、以下に挙げる特色がある。 

 １）コアコネクション設定によりキューが生成されるときキューは空であり、またコネクション解放中

はキューの中身が失われて空となる。 

 ２）オブジェクトは送信コアサービス利用者によりキューの中へ挿入されるが、コアサービス提供者に

よりキューの中へ挿入されることは決してない。 

 ３）オブジェクトはコアサービス利用者によりキューから取り出され、また、コアサービス提供者によ

りキューから削除されることがある。 

 ４）オブジェクトはキューに挿入された順にキューから取り出される。 

 ５）キューは容量に限度があるが、この容量は必ずしも固定されている必要はなく、コアサービス利用

者が決定する必要があるものでもない。 

 

4.4.4 コアコネクションの設定 

 コアサービス提供者が２つのＤＬ－コア－ＳＡＰとの間にコアコネクションを設定したとき、１組のキ

ューがそのコアコネクションに関連づけられる。そのキューはコアコネクションが解放されるまで、その

コアコネクションに関連づけられたままである。 

 コアコネクション設定は、コアサービス利用者とコアサービス提供者の間でシステムマネジメントを通

して整合される。 
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4.4.5 データ転送 

 データを転送するには、送信コアサービス利用者がデータオブジェクトをキューの中に挿入する。受信

コアサービス利用者はそのキューからデータオブジェクトを、それらが挿入された順に取り出す。データ

オブジェクトはお互いに干渉しない、すなわち、（データオブジェクトの蓄積効果で、いくつかのデータ

オブジェクトがコアサービス提供者により削除される結果となることもあるが）それらが独立なものとし

て定義されている。 

 コアサービス提供者はいつでもキューからデータオブジェクトを削除することができる。コアサービス

利用者は速度やバーストサイズのサービス品質サブパラメータをコアサービス提供者とネゴシエーション

するが、合意された速度およびバーストサイズのパラメータ値（ここで、この決定は、オブジェクトがキ

ューに挿入される速度およびオブジェクトサイズの両方を基にして行われる）を超過してキューに挿入さ

れたデータオブジェクトは、一般的に上記パラメータ値以下でキューに挿入されたデータオブジェクトよ

り削除される可能性が高い。送信コアサービス利用者は、このより高い可能性で削除され得るデータオブ

ジェクトを指示することもできる。また、コアサービス提供者は、キューの容量を超過するとき、および

／又はキューの容量まで達してしまってたときに、送信コアサービス利用者および／又は受信コアサービ

ス利用者に通知を行うことができる。 

 

4.4.6 コアコネクションの解放 

 コアサービス提供者はいつでもコアコネクションを解放することができる。 

この解放の結果、キューはそのコアコネクションと関係がなくなり、そのキューの中のいかなるデータも

破壊される。 

 コアコネクション解放は、コアサービス利用者とコアサービス提供者の間でシステムマネジメントを通

して整合される。 

 

4.5 単一コアコネクションエンドポイントにおけるプリミティブのシーケンス 

 コアコネクションエンドポイントにおけるプリミティブシーケンスの取りうる全体は、付図Ｃ－２／Ｊ

Ｔ－Ｉ２３３［Ｉ］の状態遷移図に示す通りである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     付図Ｃ－２／ＪＴ－Ｉ２３３［Ｉ］ コアコネクションエンドポイントにおけるコアサービス  

     （ＩＴＵ－Ｔ Ｉ．２３３．１）  プリミティブシーケンスの状態遷移図 

         

データ転送可 

ＤＬ－コア－データ－要求 

ＤＬ－コア－データ－表示 



ＪＴ－Ｉ２３３ - 26 - 

4.6 データ転送フェーズ 

 データ転送サービスプリミティブは、コアコネクションにおける片方向または両方向のユーザデータ

（ＣＳＤＵ）転送用である。コアサービスは、ＣＳＤＵのシーケンスと境界を保証する。 

 

4.6.1 サービスプリミティブとパラメータ 

 コアサービスにおけるデータ転送用のプリミティブとパラメータは、付表Ｃ－１／ＪＴ－Ｉ２３３

［Ｉ］に要約する通りである。 

 

付表Ｃ－１／ＪＴ－Ｉ２３３［Ｉ］ コアサービスプリミティブとパラメータ 

             （ＩＴＵ－Ｔ Ｉ．２３３．１） 

 

 ＤＬ－コア－データ－要求 ＤＬ－コア－データ－表示 

ＤＬ－コア－ユーザデータ Ｘ Ｘ 

廃棄可能性（オプション） Ｘ － 

逆方向輻輳発生（オプション） － Ｘ 

順方向輻輳発生（オプション） － Ｘ 

ＤＬ－コアサービス利用者 

プロトコル制御情報 

Ｘ 

 

Ｘ 

 

 

  注） Ｘ：有り  －：無し 

 

 

4.6.1.1 プリミティブ 

4.6.1.1.1 ＤＬ－コア－データ 

 ＤＬ－コア－データのプリミティブにより、同位のコアサービス利用者は、通信中コアコネクションに

おいてＤＬ－コア－ユーザデータを転送できる。これは非確認形サービスである。すなわち、サービス提

供者または同位のコアサービス利用者がＤＬ－コア－データを受信しても、コアサービス利用者に対して

受信確認は与えられず、また、コアサービス利用者がＤＬ－コア－データを受信しても、コアサービス提

供者に対して受信応答がない。したがって、ＤＬ－コア－データ－要求とＤＬ－コア－データ－表示のみ

が提供される。更に、コアプロトコルデータユニットは、（例えば、輻輳または改ざん等により）廃棄さ

れることがあるため、ＤＬ－コア－データ－要求プリミティブが一方の同位システムのコアサービス提供

者に伝達されても、必ずしもそれに対応するＤＬ－コア－データ－表示プリミティブが、もう一方の同位

システムのコアサービス利用者に伝達されるとは限らない。加えて、コアデータ誤配送および／又はシー

ケンス異常の可能性が残されている。 

 ＤＬ－コア－データ－表示プリミティブは、オプションの輻輳発生パラメータを含みうる。ＤＬ－コア

－データ－要求プリミティブは、オプションの廃棄可能性パラメータを含みうる。 

 

4.6.1.2 パラメータ 

4.6.1.2.1 ＤＬ－コア－ユーザデータ 

 ＤＬ－コア－ユーザデータパラメータは、コアサービス利用者間でデータを伝達する。ＤＬ－コア－ユ

ーザデータパラメータの最小サイズは、１オクテットである。ＤＬ－コア－ユーザデータパラメータの最

大サイズは制限され、Ｃプレーンにおける同位コアエンティティのためにネットワークレイヤによるネゴ

シエーション、またはコンフィギュレーションマネジメントのいずれかによって設定される。ＤＬ－コア
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－ユーザデータは、コアサービス提供者により変更されることなく、また内容に関係なく転送される。た

だし、改ざん（ビットの挿入、削除または変更）を受ける可能性が残されている。 

 

4.6.1.2.2 輻 輳 

 輻輳パラメータは、コアサービス提供者がコアサービス利用者に次のＤＬ－コア－データを転送する能

力に関する情報を伝達する。輻輳発生パラメータは２つのサブパラメータから成る。順方向輻輳発生サブ

パラメータは、コアサービス提供者がコアサービス利用者へのコアデータサービスデータユニットの転送

の際、初期段階の輻輳を決定したことを示す。逆方向輻輳発生サブパラメータは、コアサービス提供者が

コアサービス利用者からのコアサービスデータユニットの転送の際、輻輳に遭遇していることを示す。 

 

4.6.1.2.3 廃棄可能性 

 廃棄可能性パラメータは、コアサービス利用者からコアサービス提供者に、他のＣＳＤＵに対するＣＳ

ＤＵの相対優先度を伝達する。コアサービス提供者は、ＣＳＤＵの廃棄が必要な場合、この相対優先度に

基づき廃棄すべきＣＳＤＵを選択できる。 

 

4.6.1.2.4 ＤＬ－コアサービス利用者プロトコル制御情報 

 ＤＬ－コアサービス利用者プロトコル制御情報は１ビットで、コアサービス提供者がコアサービス利用

者のために透過的に伝達する。 

 

注）この機能は既存のＤＬ－プロトコル提供用である。実用上の理由で存在し、ＯＳＩ－ＲＭから承認さ

れている。 

 

4.6.1.3 プリミティブシーケンス 

 成功したデータ転送におけるプリミティブシーケンスの定義は、付図Ｃ－３／ＪＴ－Ｉ２３３［Ｉ］の

タイムシーケンスに示す通りである。 

 

 

 

 

 

 

 

付図Ｃ－３／ＪＴ－Ｉ２３３［Ｉ］ データ転送におけるプリミティブシーケンス 

          （ＩＴＵ－Ｔ Ｉ．２３３．１） 

ＤＬ－コア－データ－表示 

ＤＬ－コア－データ－要求 
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4.7 サービス品質 

 「サービス品質」とは、コアコネクションエンドポイント間で測定された、コアコネクションに関する

ある一定の特性のことである。サービス品質は、コアサービス提供者だけに起因するコアコネクションの

特徴を表す。 

 コアサービスのサービス品質パラメータは、その値の決定方法に基づき次の種別に分けられる。 

 ａ）コアコネクション設定中、コネクションごとに選択されるサービス品質パラメータ 

 ｂ）コアコネクション設定中に選択されないが、その値が他の方法で判明しているサービス品質パラメ

ータ 

 スループット（認定情報速度、認定バーストサイズ、超過バーストサイズ）と伝送遅延のサービス品質

パラメータは上記（ａ）の種別に属し、コアコネクション設定中に選択される。選択手順は、システムマ

ネジメントを通じて整合されている。コアコネクションが一度設定されると、コアサービス提供者は、コ

アコネクションの存在する間を通して、いつでも合意されたサービス品質パラメータを再選択できる。た

だし、元の値が維持される保証はない。コアサービス利用者は、サービス品質における変更通知を受け取

ることも、受け取らないこともある。 

 残余誤り率（改ざん、余剰、損失）のサービス品質パラメータは上記（ｂ）の種別に属し、コアコネク

ション設定中には選択されない。弾性、プロテクションおよび優先度は、他のＯＳＩサービス定義のサー

ビス品質に属するため、本書では言及せず、今後の検討課題とする。 

 

 注）誤配送フレームは、「余剰」および「損失」とみなす。 

 

4.7.1 スループット 

 スループットサブパラメータの定義は、付属資料Ａに示す。 

 

4.7.2 中継遅延 

 中継遅延とは、ＤＬ－コア－データ－要求プリミティブとそれに対応するＤＬ－コア－データ－表示プ

リミティブ間の経過時間のことである。経過時間値は、転送に成功したＣＳＤＵについてのみ計算される。 

 

 注）このサービス定義における中継遅延では、付属資料Ａの定義する遅延と同様に、コアサービス利用

者をもつローカルシステムに対応する中継遅延が考慮の対象となる。 
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付属資料Ｄ フレームリレーベアラサービスによるコアサービスの提供 
（ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｉ２３３［Ｉ］に対する） 

 

１．まえがき 

 この付属資料は、ＯＳＩ参照モデルのデータリンクレイヤにおけるコアサブレイヤの定義を含んでいる。

コアサービスは、フレームリレーベアラサービスによって提供され、フレームリレーベアラサービスを提

供する網は、コアサブレイヤにおいて中継およびルーチングを実行する。フレームリレーベアラサービス

は、ＯＳＩ参照モデル（ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｘ．２００）、ＯＳＩサービス規約（ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｘ．２１

０）およびＩＳＤＮプロトコル参照モデル（ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｉ．３２０）の概念が使用される。 

 フレームリレーベアラサービスの要求条件は、サブレイヤの概念を使用して記述される。（５．２節／

ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｘ．２００参照） データリンクレイヤは、コアサブレイヤおよびデータリンク制御サブ

レイヤと呼ばれる２つのサブレイヤに分割される。コアサブレイヤは、通信の統計的特性を利用する必要

がある機能のみを提供する。データリンク制御サブレイヤは、ＯＳＩデータリンクサービスを提供するた

めにコアサブレイヤを補完する。データリンクレイヤの内部構造を、付図Ｄ－１／ＪＴ－Ｉ２３３［Ｉ］

に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

付図Ｄ－１／ＪＴ－Ｉ２３３［Ｉ］ データリンクレイヤの内部構造 

                （ＩＴＵ－Ｔ Ｉ．２３３．１） 

 

 

２．データリンクレイヤのサブレイヤサービスにおけるコアサービスの定義 

 本章では、データリンク制御サブレイヤのためにコアサブレイヤが両サブレイヤ間の境界で提供するサ

ービスを定義する。この関係を、付図Ｄ－２／ＪＴ－Ｉ２３３［Ｉ］に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

付図Ｄ－２／ＪＴ－Ｉ２３３［Ｉ］ データリンクレイヤの内部構造 

                （ＩＴＵ－Ｔ Ｉ．２３３．１） 
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３．コアサブレイヤの定義 

 コアサブレイヤは、ルーチングおよび中継を可能にするために必要なデータリンク機能を提供する。た

だし、順序制御、多くの誤り検出方式と誤り回復方式、およびフロー制御関連を除く。結果として、コア

サブレイヤは必要ならば補完され得る信頼性の低いサービスを提供する。 

 

3.1 データリンク制御サブレイヤのために提供されるサービス 

 コアサービスは、以下に示すサービスまたはサービス要素を提供する。 

  ａ）コアコネクション 

  ｂ）コアサービスデータユニット 

  ｃ）コアコネクションエンドポイント識別子 

  ｄ）サービス品質パラメータ 

 

3.1.1 コアコネクション 

 コアサブレイヤは、２つのデータリンクレイヤコアサービスアクセスポイント（ＤＬ－コア－ＳＡＰ）

間で一つまたは複数のコアコネクションを提供する。 

 

3.1.2 コアサービスデータユニット 

 コアサブレイヤは、コアコネクションを介しコアサービスデータユニットの交換を提供する。コアサー

ビスデータユニットのサイズは可変であり、同位コアエンティティの合意で制限される。 

 

3.1.3 コアコネクションエンドポイント識別子 

 コアサブレイヤは、対応するコアコネクションを識別するために使われるコアコネクションエンドポイ

ント識別子を提供する。 

 

3.1.4 サービス品質パラメータ 

 サービス品質パラメータは、特定のコアコネクションごとに選択可能としうる。コアコネクションのサ

ービス品質は、コアコネクションを提供する接続された物理コネクションおよび同位コアエンティティの

性質に起因する。 

 

3.2 コアサブレイヤ内部機能 

 コアサブレイヤは、以下の機能を実行する。 

  ａ）コアコネクションの提供 

  ｂ）コアサービスデータユニットのマッピング 

  ｃ）境界識別、同期化および透過性 

  ｄ）誤り検出 

  ｅ）多重化 

  ｆ）輻輳制御（スループットを含む） 

 

3.2.1 コアコネクション設定および解放 

 コアコネクションは、Ｃプレーンおよび／又はシステム管理の機能によって起動された物理コネクショ

ン上で設定および解放される。コアコネクションの設定および解放に対して、ＤＬ－コアサービスプリミ

ティブまたはＤＬ－コアプロトコルデータユニットの交換は行わない。 
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3.2.2 コアサービスデータユニットのマッピング 

 この機能は、コアプロトコルデータユニット（ＣＰＤＵ）上にコアサービスデータユニット（ＣＳＤ

Ｕ）をマッピングすることである。分割および再組立を本サブレイヤ上で行う機会はない。 

 

3.2.3 境界識別、同期化および透過性 

 これらの機能は（ひとまとめにしてフレーミングとして知られる）、物理レイヤサービスによって提供

されたビットをＣＰＤＵにグループ化すること、物理レイヤから渡される全ビット中からこれらのビット

群を認識すること、およびＣＳＤＵが内容に関係なく転送しうることを保証することを提供する。 

 

3.2.4 誤り検出 

 この機能は、ビットの変更、損失あるいは挿入によるＣＰＤＵの改ざんをできるかぎり検出する。誤り

が検出されると、ＣＰＤＵの中に含まれるＣＳＤＵ全体は、サブレイヤ境界を介し転送されない。 

 

3.2.5 多重化 

 この機能は、一つまたは複数のコアコネクションが単一物理コネクションを介し存在することを可能に

することである。 

 

3.2.6 中 継 

 コアコネクションは、エンドシステムのコアエンティティによって提供されるが、またコアサブレイヤ

で中継を提供する中継システムも包含しうる。ルーチングは、コアサブレイヤのためにネットワークレイ

ヤで実行される。 

 

3.2.7 輻輳制御 

 この機能は、コアエンティティが輻輳検出すること、特定のコアアソシエーションが合意されたスルー

プットパラメータを超過するかどうかオプションとして決定すること、輻輳状態の同位コアエンティティ

にオプションとして通知すること、および輻輳に応じてＣＰＤＵを廃棄することを可能とする。 
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付属資料Ｅ 本標準で使用される略語一覧 
（ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｉ２３３［Ⅰ］に対する） 

 

 

CEI   Connection endpoint identifier : コネクションエンドポイント識別子 

CFB    Call forwarding busy : ビジー時着信転送 

CFU    Call forwarding unconditional : 無条件着信転送 

CIR    Committed information rate : 認定情報速度 

CLIP    Calling line identification presentation : 発信者番号通知 

CLIR    Calling line identification restriction : 発信者番号通知制限 

COLP    Connected line identification presentation : 接続先番号通知 

COLR    Connected line identification restriction : 接続先番号通知制限 

CPDU    Core-protocol-data-unit : コアプロトコルデータユニット 

CSDU    Core-service-data-unit : コアサービスデータユニット 

CUG    Closed user group : 閉域接続 

DDI    Direct-dialling-in : ダイレクトダイヤルイン 

DL-CORE-SAP Core service access point : データリンクレイヤ・コア・サービス・アクセスポイント 

FCS  Frame check sequence : フレームチェックシーケンス 

LAN  Local area network : ローカルエリアネットワーク 

MCID  Malicious call identification : 悪意呼通知 

MSN  Multiple subscriber number : 複数加入者番号 

OSI-NS  OSI network layer service : ＯＳＩネットワークレイヤサービス 

PRA  Primary rate access : 一次群アクセス 

PVC  Permanent virtual circuit : パーマネントバーチャルサーキット 

SDU  Service data unit : サービスデータユニット 
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付属資料Ｆ フレームリレーマルチキャスト 

（ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｉ２３３［Ⅰ］に対する） 

 

１．まえがき 

本付属資料は、フレームリレーベアラサービスのオプションであるマルチポイント構成について記述す

る。これらの構成は、フレームリレーマルチキャストとして知られている。また、これらの構成の定義、

および記述はＩＳＤＮサービスをサポートするために必要とされるネットワーク機能を定義する根拠とな

るものである。 

ＩＴＵ－Ｔ勧告 Ｘ．６は、本付属資料の基礎として使用されたものである。本付属資料のいくつかの

実例では、定義がよりフレームリレーモデルに適合するように修正されている。 

 

（参照） 

［１］ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ９２２ ：ＩＳＤＮフレームモードベアラサービス 

                         レイヤ２仕様 

［２］ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ９３３ ：ＩＳＤＮフレームモードベアラサービス 

                         レイヤ３仕様 

［３］ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｉ３７０ ：ＩＳＤＮフレームモードベアラサービス 

   輻輳マネージメント 

［４］ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｉ３７２ ：フレームリレーベアラサービスのための 

   網間インタフェース要求条件 

［５］ＩＴＵ－Ｔ勧告 Ｘ．６（１９９３） ：マルチキャストサービス定義 

 

２．定義 

 マルチキャストサービスとは、フレームリレーサービス提供者がポイント・マルチポイントへサービス

を提供する際の機能を定義するものである。本付属資料内のサービスは、コネクションオリエンテッドの

ものである。すなわち、マルチキャストサービス利用のユーザが任意のマルチキャストデータを送受信す

る前に、マルチキャストサーバーに最初に接続（相手固定接続）を確立しなければならない。 

 

３．解 説 

3.1 概 要 

 本サービス解説はユーザの立場からフレームリレーマルチキャストサービスについて記述する。ここで

は、マルチキャストサービスがＰＶＣにおいて提供され、ネットワーク事業者によって設定される場合の

みを扱う。ＳＶＣにおけるマルチキャストサービスは今後の検討課題である。ユーザによるマルチキャス

トサービスの通信形態の動的な変更もまた今後の検討課題である。 

 一般的に、フレームリレーデータユニットは特定の対地に送られる。データユニットが対地へ到着した

とき、アドレスは変更されており、送信側の返信経路を反映されたアドレスで渡される。マルチキャスト

サービスはこの機能を利用し、さらにユーザが一つのメッセージを複数の対地に送信することを可能とす

るコピー機能とを組み合わせている。これらの対地は、１つのネットワーク、あるいは複数のネットワー

クに存在する場合がある。 

 

3.2 特殊用語 

 これらの用語は本付属資料のより良く理解するための手段として提供される。しかしながら、いくつか
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の定義は複雑であり、ここで十分に定義されていない。その場合は、文章の重複をさけるため、詳しい説

明を参照するための章、節番号を示してある。 

・アクティブグループ            ：運用されているマルチキャストグループのサブセット。

（４章参照） 
・データリンクコネクション識別子（ＤＬＣＩ）：フレームリレーコネクションの識別子。この値はロー

カルインタフェース上においてのみ意味を持つ。ＤＬ

ＣＩはＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ９２２付属資料Ａで定義さ

れている。 

・フレームリレーマルチキャストサービス   ：発信元によって送られた一つのデータユニットが複数

の着信先に受信する、単一発信、複数着信のサービス。 

・リーフ                  ：マルチキャストフレームを受信する、単方向または両

方向マルチキャストグループのメンバ。 

・マルチキャストグループ          ：フレームリレーマルチキャスト通信形態に参加してい

るメンバのセット。 

・メンバ                  ：マルチキャストグループへの参加者。 

・マルチキャストコネクション        ：複数の着信先へ一つのフレームの送信を容易にするこ

とを目的としてサービス提供者が確立するコネクショ

ン。 

・マルチキャストＤＬＣＩ（Ｍｄｌｃｉ）   ：フレームリレーアクセスインタフェースにおいてマル

チポイントコネクションに割り当てられたＤＬＣＩ。 

・単方向                  ：マルチキャストサービスのタイプ。（５．１節参照） 

・ルート                  ：マルチキャストフレームを送信する、単方向または両

方向マルチキャストグループのメンバ。 

・両方向                  ：マルチキャストサービスのタイプ。（５．２節参照） 

・ｎ方向                  ：マルチキャストサービスのタイプ。（５．３節参照） 

・ステーション               ：フレームリレーＤＴＥの１つで、フレームリレーネッ

トワークサービスを利用する装置（ルータ，ホスト

等）である。本付属資料において示すステーションは、

フレームリレーネットワーク側装置に属するものでは

ない。 

 

3.3 テレコミュニケーションサービスに適用する場合の条件 

  制限はない。 

 

４．マルチキャストサービスモデル 

  多くのマルチキャストサービスモデルは、ＩＴＵ－Ｔ勧告 Ｘ．６ マルチキャストサービス定義 から

直接得られる。これは汎用のモデルであり、フレームリレーの仕様は、以降の節において論じる。 

  マルチキャストサービスモデルは、マルチキャストグループで表し、グループは、マルチキャストサー

バと呼ばれる中間エンティティを用いるマルチキャスト通信に参加するメンバから成る。マルチキャスト

サーバは、マルチキャストサービスを全てのメンバに行う論理エンティティである。付図Ｆ－１／ＪＴ－

Ｉ２３３［Ⅰ］にマルチキャストサービス モデルを示す。 
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マルチキャストサービスは、付図Ｆ－１／ＪＴ－Ｉ２３３［Ⅰ］に示した集中サーバ、もしくは、マル

チキャスト機能を与えているいくつかのユニットをもつ分散サービスである。どこにマルチキャストサー

バがあるか（網の内部、もしくは外部) の制限は無いが、議論のために、マルチキャストサーバは、フレ

ームリレーネットワーク内部の 1 つの論理ユニットとみなす。 

  マルチキャストグループは、メンバがマルチキャスト通信において参加するかもしれないドメインを定

義し、グループでないユーザとの通信を排除するエンティティである。各マルチキャストグループは、あ

らゆる他のものから独立しており、従って、1 つのマルチキャストグループのメンバは、他のマルチキャ

ストグループに同時に属する場合がある。 

  マルチキャスト通信に参加するメンバのセットは、アクティブグループと呼ばれ、個々のマルチキャス

トグループに参加するメンバは、参加者と呼ばれる。例えば、付図Ｆ－１／ＪＴ－Ｉ２３３［Ⅰ］におい

て、アクティブグループは、ステーション A，B，C および D から成る。参加者 C がグループを去れば

（接続性を失う、もしくは、マルチキャストグループから除去される）、アクティブグループは、参加者

A，B，および D になる。 

 

５．サービス解説 

  マルチキャストサービスは、一般的に１グループのメンバ間のマルチキャスト関係を確立し、ポイン

ト・マルチポイントデータ転送への参加を許可する機能を提供する。データ転送は、アクティブグループ

に関してのみ存在する。これは、時刻ｔに、あるデータユニットを受信したマルチキャストサーバーが、

時刻ｔ現在のアクティブグループに対してそのデータユニットを配送するということである。時刻ｔ以降

に、アクティブグループに加わったメンバ（その時刻以前はインアクティブだったかもしれない）は、デ

ータユニットを受信できる場合も、できない場合もありうる。 

  マルチキャストサービスには、３つのタイプがある。すべてのタイプは、１つの発信元と複数の着信先

をマッピングすることを要求しているが、タイプ個々としては、サービス提供者に対して、複数の着信先

の意味を別々に解釈することを要求している。これらのアプリケーションを以降の節に示す。注意すべき

ことは、データユニットの複製が発生する場所、アドレス変換の方法、マルチキャストの方法がインプリ

メント事項であり、規定されていないということである。以降の記述は、モデルであり、与えられたマル

チキャストサービスのインプリメントに反映される場合もされない場合もある。 

  一般的に、 データを送信した参加者にとって、それ自身の転送データのコピーを受信しても意味がな

い。すなわち、マルチキャストモデルでは、発信元は、それ自身の転送データを受信しないこととしてい

る。しかし、将来のアプリケーションとして、発信元が、それ自身の転送データを受信するというサービ

ス構想が望まれる場合があることを拒否しているわけではない。 

 

（ＩＴＵ－Ｔ Ｉ．２３３．１） 

ステーションＡ 

ステーションＢ 

ステーションＣ 

ステーションＤ 

付図Ｆ－１／ＪＴ－Ｉ２３３［Ⅰ］ マルチキャストサービスモデル 

マルチキャスト 
サーバ 
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5.1 単方向マルチキャストサービス 

  このマルチキャストサービスは、ルートが、マルチキャストグループ内の全てのリーフに対して確立さ

れた、ポイント・ポイントフレームリレーコネクションを持つことを要求している。ルートは、さらにマ

ルチキャストサーバーに対して、独立な単方向マルチキャストコネクションを保持する。 

  この通信形態により、ルートは、単方向マルチキャストＤＬＣＩ（Ｍｄｌｃｉ）で識別される単方向マ

ルチキャストコネクションを経由して、マルチキャストフレームを送信する。マルチキャストサーバーは、

Ｍｄｌｃｉからのフレームを受け入れ、アクティブマルチキャストグループの各リーフメンバへ、フレー

ムを送信する。さらに、マルチキャストサービスがＮＮＩを経由して分配される場合(７．１．２節参照)、

マルチキャストサーバは、ＮＮＩ Ｍｄｌｃｉにフレームを送信する。この方式で転送されたフレームは、

ルートとリーフの間に設定された、個々のポイント・ポイントコネクション上を転送されたかのように、

着信先へ到着する。ここで、受信フレームのＤＬＣＩ（アドレス）は、メッセージの発信元を表し、Ｍｄ

ｌｃｉ（マルチキャストアドレス）は保持されない。 

 

 

                      付図Ｆ－２／ＪＴ－Ｉ２３３［Ⅰ］ 単方向マルチキャスト 

                      （ＩＴＵ－Ｔ Ｉ．２３３．１） 

 

 

  例として、付図Ｆ－２／ＪＴ－Ｉ２３３［Ⅰ］に、１つのフレームリレーインタフェースを持つルート

としてのステーションＡを示す（ステーションＡは、ここに示していない他のインタフェースを持つ場合

がある）。マルチキャストグループは、論理的にｂ，ｃおよびｄのＰＶＣグループと見なされる。単方向

マルチキャストサーバは、ステーションＡからＭｄｌｃｉのフレームを受け入れ、アクティブマルチキャ

ストグループによって示される各々の着信先へ転送する。これらのフレームは、網を通過する際に、他の

フレームと同様に扱われ、ステーションＡからの個々のＰＶＣ上を転送されたかのように着信先のステー

ションへ到着する。ステーションＢは、コネクションｔにおいて、ステーションＣは、コネクションｕに

おいて、そしてステーションＤは、コネクションｖにおいてフレームを受信する。 

  このサービスは、ステーションがルータあるいはブリッジで構成されたアプリケーションにおいて有効

である。マルチキャストフレームは、特にマルチキャストグループメンバの獲得、確認、または識別に使

用される。 

  すでに定義したように、Ｍｄｌｃｉは単方向ＤＬＣＩである。すなわち、Ｍｄｌｃｉ上において、フレ

ームが網からルートへ送信されることはない。Ｍｄｌｃｉ上で、ステーションＢに到着した転送フレーム

は、ＤＬＣＩ“ｂ”により、ステーションＡから送信されたフレームと同じ特性である。単方向マルチキ

ャストグループメンバからステーションＡへのフレームは、ＤＬＣＩ“ｔ～ｖ”上で送出され、それぞれ

ＤＬＣＩ“ｂ～ｄ”上に到着する。ステーションＡは、ＤＬＣＩ“ｂ～ｄ”の１つで、マルチキャストグ

               Ｍｄｌｃｉ
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ループの１メンバとフレームの交換を行うこともできる。 

  マルチキャストとユニキャストは、フレームリレーネットワークによって提供される独立したサービス

であることを忘れないことが重要である。フレームの時間的な順序は、１つのサービス内では維持される

が、サービス間では維持されない。例えば、付図Ｆ－２／ＪＴ－Ｉ２３３［Ⅰ］において、ステーション

ＡがＤＬＣＩｂ上で１フレームを送出し、その後、他のフレームをＭｄｌｃｉ上で送出した場合、サービ

ス提供者が、ＤＬＣＩｔ上でのユニキャストとマルチキャストのステーションＢ向けトラヒックをマージ

していると、ユニキャストのフレームが先にステーションＢに到着し、マルチキャストのフレームが次に

到着することは保証されない。 

  注目すべきことは、単方向マルチキャストモデルでは、ステーションＡに登録された全てのＰＶＣが参

加する必要がない。逆に、ステーションＡに登録されたいくつかの、あるいは全てのＰＶＣが、あて先を

意識せずに参加することもできる。つまり、ステーションＡは、単方向マルチキャストコネクションのマ

ルチキャストグループに関係していない、別のＰＶＣを持つことも、マルチキャストグループ内の同じ宛

先のステーションに対して、複数のＰＶＣを、矛盾なく持つこともできる。 

  マルチキャストグループメンバとＭｄｌｃｉとなっているＰＶＣ群は、同一のフレームリレー物理イン

タフェースを共有し、シェアすることが要求される。１つのインタフェースにおける単方向マルチキャス

ト接続数の概念上の制限は無い。 

 

5.2 両方向マルチキャストサービス 

両方向マルチキャストサービスは、双方向の転送を提供する。一つの方向に対してデータユニットはマ

ルチキャストであり、対する他方向からは１対地となる。両方向マルチキャストコネクションにおける１

参加者は、ルートとして定義される。それは、マルチキャスティングのためにマルチキャストサーバへデ

ータユニットを送信する。残りの参加者はリーフとして定義される。以下が、両方向マルチキャストサー

ビスに対する適用規定である。 

・ルートからの送信データユニットは、アクティブマルチキャストグループにおけるすべてのリーフに  

   対して転送される。 

・ リーフからの送信データユニットは、アクティブマルチキャストグループのルートに対し転送される。  

しかし、他のリーフに対しては転送されない。 

付図Ｆ－３／ＪＴ－Ｉ２３３［Ⅰ］に両方向マルチキャストサービスを記述する。 

  ステーションＡはルートであり、ステーションＢ，ＣおよびＤはマルチキャストグループのリーフメン

バである。各々の参加者（ルートとリーフの両方）は、両方向コネクションを持つ。マルチキャストサー

ビスは、Ｍｄｌｃｉ“ａ”においてステーションＡからのフレームを受け入れ、アクティブマルチキャス

トグループの各リーフメンバに対してそれを転送する。 

 

 

                    付図Ｆ－３／ＪＴ－Ｉ２３３［Ⅰ］ 両方向マルチキャスト 

             （ＩＴＵ－Ｔ Ｉ．２３３．１） 
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リーフは、同一のＤＬＣＩを経由し、ルートに対してデータを返送する。例えば、ステーションＣは、

ＤＬＣＩ“ｃ”上でステーションＡへのフレームを送信する。そしてそれは、ステーションＡのＭｄｌｃ

ｉ“ａ”上で到着する。 

 このサービスは、ルートと各リーフで個別に通信する必要がない環境や、リーフステーション数により

ルートと各リーフ間における個別ＰＶＣの確立が禁止される環境において有効である。例えば大きなＳＮ

Ａネットワークまたは同様なポーリング方式のネットワークでは、あるホストのポート数上限まで多くの

端末が接続されることがある。ホストはマルチドロップ回線上で端末グループに同報するため、1 端末だ

けが一度に応答する許可を得る。両方向マルチキャストサービスは、ホストと端末との間をマルチドロッ

プ回線へ透過的に置き換えることができる。 

 

5.3 ｎ方向マルチキャストサービス 

  3 番目のマルチキャストサービスは、ｎ方向マルチキャストである。この体系におけるすべての転送は

双方向およびマルチキャストである。マルチキャストグループのすべてのメンバは、転送相手となる。ｎ

方向マルチキャストコネクションにおけるすべてのデータ転送は、アクティブマルチキャストグループの

他のメンバすべてに対する送信となる。 

 

 

付図Ｆ－４／ＪＴ－Ｉ２３３［Ⅰ］ ｎ方向マルチキャスト 

                     （ＩＴＵ－Ｔ Ｉ．２３３．１） 

 

 

 例として、付図Ｆ－４／ＪＴ－Ｉ２３３［Ⅰ］にｎ方向マルチキャスト交換における 4 つのステーショ

ンの参加について示す。ｎ方向マルチキャストサービスは、ＭｄｌｃｉにおいてステーションＡからのフ

レームを受け入れ、アクティブマルチキャストグループの各メンバ（ステーションＢ，ＣおよびＤ）に対

してそれを転送する。着信先ステーションへフレームが到達した時のＤＬＣＩは、ステーションがマルチ

キャストグループを示すために使用するものでありマルチキャストコネクションを表している。  

 マルチキャストサービスのこのタイプは、全ての参加者が同一データを取得要求するアプリケーション

において都合がよい。マルチキャストのこのタイプは、遠隔会議や最新プロトコルの配信における利用が

想定される。 

 

６．手順 

6.1 提供／取消 

 マルチキャストサービスはサービス提供者との事前の合意によってのみ可能である。マルチキャストサ
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ービスを要求するときは、いくつかの加入オプションがある。これらのオプションはマルチキャストサー

ビスによってわずかに変わる。オプションはマルチキャストサービスのタイプによって下記に集約される。 

 

6.1.1 単方向マルチキャストサービス 

 

加入オプション 値 

・ルート 

・Ｍｄｌｃｉ 

 

 

 

・マルチキャストグループの他のメンバ 

・マルチキャストグループのルート 

・ルートからマルチキャストサーバへのＶＣの

ＤＬＣＩ。これは網で提供されるいかなる有効

なＤＬＣＩ値であってもよい。この値はローカ

ルインタフェース上においてのみ意味を持つ。 

・ルートからメンバへのＶＣのＤＬＣＩ値によ

って示されるマルチキャストグループのメンバ 

 

 

6.1.2 両方向マルチキャストサービス 

 

加入オプション 値 

・メンバシップ 

・ルート 

・マルチキャストグループの各メンバのＭｄ

ｌｃｉ 

・マルチキャストグループのメンバ 

・マルチキャストグループのルート 

・網で提供されるいかなる有効なＤＬＣＩ値で

あってもよい。この値はローカルインタフェー

ス上においてのみ意味を持つ。 

 

 

6.1.3 ｎ方向マルチキャストサービス 

 

加入オプション 値 

・メンバシップ 

・マルチキャストグループの各メンバのＭｄ

ｌｃｉ 

・マルチキャストグループのメンバ 

・網で提供されるいかなる有効なＤＬＣＩ値で

あってもよい。この値はローカルインタフェー

ス上においてのみ意味を持つ。 

 

 

6.2 通常手順 

マルチキャストサービスの確立は、事業者の操作によって実施されるため、サービス提供者とサービス

加入者との調整を必要とする。ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ９３３の付属資料Ａによって要求されているデータリ

ンクコネクションマネジメントインタフェースは、マルチキャストコネクションについても利用すること

ができる。 

 

6.2.1 サービスの活性／非活性／登録 

マルチキャストサービスの活性／非活性／登録は、サービスを要求するユーザまたはサービス提供者か

らのサービス変更により達成される。これらのサービスを要求するために利用される方法は網に依存する。
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自動的及びシグナリングによる変更は、今後の検討課題である。ユーザが要求できる変更のタイプを以下

に示す。 

・グループの追加 

・グループの削除 

・グループへのメンバ追加 

・グループからのメンバ削除 

 

6.2.2 サービスの起動と動作 

マルチキャストサービスは、予め確立されたマルチキャストコネクション上にフレームを送信すること

により起動される。この他に付加する手順を必要としない。 

 

6.2.3 照会／編集 

 ユーザがマルチキャストグループの設定変更を望む場合、そのユーザは、サービス提供者に連絡をとり、

この変更を要求しなければならない。ユーザから提供者への自動的な設定変更はない。 

 

6.3 例外手順 

6.3.1 サービスの活性／非活性／登録 

適用されない。 

 

6.3.2 サービスの起動と動作 

 ユーザエラー、ユーザ状態または網状態による障害時、適当な障害表示を網から送信してもよい。 

 

6.3.3 照会／編集 

 適用されない。 

 

6.4 代替手順 

6.4.1 単方向マルチキャストサービスを提供するための両方向マルチキャストの使用 

単方向マルチキャストサービスを提供する他の手段としては、ルートとそれぞれのリーフとの間のポイ

ント・ポイントコネクションとともに両方向マルチキャストの特殊なケースの利用がある。これはリーフ

からルートへのトラヒックがない特別なケースである。このサービスは、リーフにおいて、ポイント・ポ

イントコネクションのＤＬＣＩと異なるＭｄｌｃｉ上にマルチキャストフレームが到着する点が単方向マ

ルチキャストサービスと異なる。 

 

6.4.2 マネジメント 

サービス提供者は、例えば、フレームリレーＭＩＢ拡張により、ユーザに対してマルチキャストグルー

プについてのフルステータス情報を得られるようにする等、アウトバンドでのマネジメントをユーザに対

して有効にしてもよい。 

 

6.5 検証 

検証手順は、必須ではない。 

 

７．相互接続要求 

 相互接続シナリオにおいて、マルチキャスト機能は１つのネットワークに属するか、複数のネットワー
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クを経由して分配させることができる。分配されないシナリオにおいては、ＮＮＩの非マルチキャスト側

からの特別な要求は発生しない。マルチキャストサーバが存在しないネットワークを経由しての各コネク

ションは標準のＰＶＣセグメントである。 

 マルチキャストサービスは、トータルでのネットワークトラヒックを減少させるためにネットワーク間

に分配される場合がある。 

 分配されたシナリオでは、マルチキャストＰＶＣを管理するための特別な要求が発生する。 

 

7.1 ＮＮＩ経由で分配されるマルチキャストサーバ 

 網間インタフェースを経由したポイント・ポイント構成は、ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｉ３７２に記述されてい

る。 

 ２つ以上のネットワークを含むマルチキャストサービスは相互接続のトラヒックを最小化するように構

成されるため、 

・隣接した網だけではなく、直接接続された着信先にそれらを転送するためのメッセージの複製は各網が

行う。 

・参加している網に対して１回のみメッセージを転送する 

 付図Ｆ－５／ＪＴ－Ｉ２３３［Ⅰ］はこのオプションを示す。この図は両方向のマルチキャストサービ

スを記述しているが、このシナリオはｎ方向のマルチキャストサービスにも同様に適用される。単方向マ

ルチキャストでの同様のシナリオは、基本サービスに対する多少の拡張を必要とする。これは以下の７．

１．２節で記述する。 

 メッセージがネットワークに対して１回のみ転送されるという要求は、手順上の事項である。実際、マ

ルチキャストコネクションが同じ２つの網間で１つ以上のＮＮＩを通過することは許容される。ネットワ

ーク事業者はマルチキャストコネクションが現実にループ状態でないことを確認しなければならない。 

 

 

付図Ｆ－５／ＪＴ－Ｉ２３３［Ⅰ］ 網間マルチキャスト 

                     （ＩＴＵ－Ｔ Ｉ．２３３．１） 

 

 

7.1.1 両方向およびｎ方向サービスのために分配されたマルチキャストサーバ 

 付図Ｆ－５／ＪＴ－Ｉ２３３［Ⅰ］において、加入者（データユニット生成者）は、両方向のマルチキ

ャストサービスのルート、またはｎ方向サービス内の個々の参加者を表す。加入者はマルチキャストＤＬ

ＣＩ のアドレスを設定したフレームを送信する。サービス提供者は、その後それぞれのアクティブグル

ープメンバに送信する。１つまたはそれ以上のこれらのメンバは、ＮＮＩを経由して届く、他網の他のマ

加入者
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ルチキャストサービスであることがある。フレームが他の網に到達したとき、２番目のマルチキャストサ

ーバに登録されているアクティブグループのそれぞれのメンバに送信される。この方法により、複製動作

は発信元ネットワークと着信先ネットワークにより分担される。 

 両方向サービスでは、マルチキャストサーバは反対方向へのトラヒックの集線装置として振舞う。この

ように、ステーションＤがマルチキャストＤＬＣＩ上に送信したフレームは、最初に右側のマルチキャス

トサーバを経由してＤＬＣＩ上に集線され、それから左側のサーバによって加入者のマルチキャストＤＬ

ＣＩに集線される。 

 

7.1.2  単方向サービスのために分配されたマルチキャストサーバ 

 ＮＮＩ経由での単方向マルチキャストサービスをサポートするために、マルチキャストサーバはＮＮＩ 

Ｍｄｌｃｉと呼ばれる付加的なＤＬＣＩ上にフレームをコピーする。これは、ルートからこのＤＬＣＩに

関連するＮＮＩへのＶＣが存在しない通常のサービスとは異なる。ルートの持つＭｄｌｃｉ上でルートが

送信したそれぞれのフレームのコピーを受信するマルチキャストサーバからＮＮＩへの１つのＶＣとして

概念化できる。付図Ｆ－６／ＪＴ－Ｉ２３３［Ⅰ］はこの技術を示している。ＮＮＩ Ｍｄｌｃｉは、ネ

ットワークＡのマルチキャストサーバからネットワークＢのマルチキャストサーバにＭｄｌｃｉを伝える

ことに使用される。単方向サービスでのＭｄｌｃｉのように、ＶＣは反対方向へのトラヒィックフローが

存在しない単一方向である。ネットワークＢにおけるマルチキャストサービスは、ＮＮＩがルートとして

振舞うことを除き、全ての点において標準的である。 

 

 

    付図Ｆ－６／ＪＴ－Ｉ２３３［Ⅰ］ ＮＮＩ経由での単方向マルチキャスト 

               （ＩＴＵ－Ｔ Ｉ．２３３．１） 

 

 

7.2  ＮＮＩに関するＰＶＣマネジメント手順 

 ＰＶＣマネジメントについては、ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｉ３７２に記載されている。 
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［Ⅱ］ ＩＳＤＮフレームモードベアラサービス（ＦＭＢＳ）－ＩＳＤＮフレームスイッチベ

アラサービス 
 

１．まえがき 
 ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｉ２１０はベアラサービス、テレサービス、および付加サービスの概念を含むＩＳＤ

Ｎが提供するテレコミュニケーションサービスを定義するための原則並びにサービスの定義、記述の方法

を提供している。本標準の目的はフレームスイッチベアラサービスを記述すること、ＩＳＤＮにおけるフ

レームスイッチベアラサービスの提供方法を標準化することである。このサービスの定義と記述はＩＳＤ

Ｎにおいてサービスを提供するために必要な網の能力を定義する基本となる。ＪＴ－Ｉ２１０によれば、

ステージ１のサービス記述は３つのステップ：一般的用語でのサービス記述、静的サービス記述、動的サ

ービス記述を使用する。これらのステップはそれぞれ２章、８章、９章から始まる。 

 

２．定 義 
 このベアラサービスはあるＳ／Ｔ参照点から別のＳ／Ｔ参照点への順序保証されたサービスデータユニ

ット（ＳＤＵ）の両方向転送を提供している。サービスデータユニットは付与されたラベルに基づいて適

当なレイヤ２のプロトコルデータユニット（ＰＤＵ）により網内をルーチングされる。このラベルはロー

カルに意味をもつ論理識別子である（プロトコル記述中ではＤＬＣＩと呼ばれる）。 

 Ｓ／Ｔ参照点でのユーザ・網インタフェース構造は多くの着信先に対する複数のバーチャルコールおよ

び／又は複数のパーマネントバーチャルサーキットの設定を許容する。このサービスは、ポイント・マル

チポイント（受動バス）およびポイント・ポイント（ＮＴ２）のＩＳＤＮアクセス形態で適用可能である。 

 このサービス記述への要求条件は、ＯＳＩネットワークレイヤサービスをどの様にして提供できるかを

示すことである。 

 

３．解 説 
3.1 概 要 

 フレームスイッチベアラサービスは以下の特徴をもっている。 

１）全てのＣプレーン手順は、必要であれば、全てのＩＳＤＮテレコミュニケーションサービスにわたっ

て統合化されているプロトコル手順を使用した、論理的に分離された方法で実行される。 

２）レイヤ１でのＵプレーン手順はＴＴＣ標準ＪＴ－Ｉ４３０／ＪＴ－Ｉ４３１に基づいている。レイヤ

２でのＵプレーン手順はＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ９２２に基づいている。これらのレイヤ２手順はレイヤ

１機能の上位でユーザ情報フローの統計多重を許容している。このベアラサービスはあるＳ／Ｔ参照

点から別のＳ／Ｔ参照点への順序保証されたサービスデータユニット（フレーム）の両方向転送を提

供している。 

 このベアラサービスは、 

１）フレームの確認形転送を提供する。 

２）伝送誤り、フォーマットエラー、動作上の誤りを検出し回復する。 

３）損失フレームや重複フレームを検出し回復する。 

４）フロー制御を提供する。 

 上記機能はＱ．９２２を適当に拡張した手順に基づいており、以下のパラメータの値により特徴付けら

れるサービス品質を提供する。 

１）スループット 

２）アクセス速度 

３）認定情報速度 
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４）認定バーストサイズ 

５）超過バーストサイズ 

６）中継遅延 

７）残余誤り率 

８）誤りフレーム 

９）重複フレーム 

１０）シーケンス異常フレーム 

１１）損失フレーム 

１２）誤配送フレーム 

 

3.2 特殊用語 

 付属資料Ａ参照。 

 

3.3 テレコミュニケーションサービスに適用する場合の条件 

 適用されない。 

 

3.4 適 用 

 この標準に記述されているフレームモードベアラサービスは超低速から高速（代表的には 2Mbit/s）の

広範囲な速度と広範囲なデータアプリケーションを提供することをねらいとしている。 

 

４．手 順 
4.1 サービス提供／取消 

 本ベアラサービスはインタフェース上の各ＩＳＤＮ番号またはＩＳＤＮ番号のグループに適用する、い

くつかの加入契約オプションとともに提供される。 

 各加入契約オプションにおいて一つの値を選択できる。 

 インタフェースの加入契約オプションは以下のように要約される。 

 －フレームスイッチベアラサービスへの一般加入
 １ 

 －ユーザによりサービスプロファイルが定義されたフレームスイッチベアラサービスへの加入 

 －端末を選択するためのサブアドレスの伝達および／又はＯＳＩネットワークレイヤサービスを提供す

るためのＮＳＡＰアドレスの伝達への加入 

 －端末の選択目的のために必要とされている付加サービスの複数加入者番号（ＭＳＮ）またはダイレク

トダイヤルイン（ＤＤＩ）への加入 

 一般に、ユーザ・網インタフェースで利用可能な情報チャネル数に関しては制限がある。 

 －インタフェース上で生起している呼の総数の最大値（フレームスイッチＶＣ） ：Ｎ 

 －チャネル（Ｄ，Ｂ，Ｈ）上で生起している呼の総数の最大値（フレームスイッチＶＣ） ：Ｍ 

 

 

 

 

 

 ────────────────────────────────────────────  

 １ 一般ＩＳＤＮ加入のデフォルトとして提供される場合があるので網の中にはフレームスイッチベア

ラサービスへの加入を必要としない場合がある。 
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4.2 通常手順 

 すべてのユーザ・網のシグナリングは論理的な個別のメッセージを用いて行われる。 

 Ｓ／Ｔ参照点のユーザ側で、ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｉ４３０またはＴＴＣ標準ＪＴ－Ｉ４３１はＵ（ユー

ザ）およびＣ（制御）プレーンのためのレイヤ１プロトコルを提供している。 

 Ｃプレーンは各々レイヤ２、３プロトコルとしてＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ９２１およびＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ

９３３によりＤチャネルを使用する。 

 パーマネントバーチャルサーキット（ＰＶＣ）ではリアルタイムな呼設定の必要はなく、また、パラメ

ータは加入時に合意される。 

 Ｕプレーンは、ユーザがＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ９２２をインプリメントしているあらゆるチャネル（Ｄ，

Ｂ，またはＨ）を使用することができる。 

 

4.2.1 サービスの活性／非活性／登録 

 適用されない。 

 

4.2.2 シーケンスの起動と動作 

 バーチャルコールおよびパーマネントバーチャルサーキット手順は共に与えられた端末によって同時に

起動および動作することが可能である。 

 

4.2.2.1 バーチャルコール手順 

 サービス起動手順の起動前に、シグナリングのためのレイヤ１物理チャネルとシグナリングのための確

実なデータリンクコネクションが必要とされる。 

 

4.2.2.1.1 サービスの起動（呼設定） 

 呼は発信ユーザが着信ユーザを識別する番号を含めて必要なベアラサービスを網を介して着信ユーザに

要求することによって起動される。 

 ベアラサービスのために必要なその他の情報および付加情報（例．発信者識別）をも含むことができる。 

 ３つの利用可能チャネル種別（Ｄ，Ｂ，Ｈ）を使用することができる。さらに、利用可能物理チャネル

アクセス形態が２つある。 

 －チャネルの呼毎設定 

 －チャネルの半固定設定 

 

 第一の形態において物理チャネルが設定されない、または、すでに設定したチャネルに空き容量がない

場合、他のチャネル（利用可能ならば）をＱ．９３３手順を用いて設定できる。 

 第二の形態において、更に、Ｄチャネルのダイナミックな設定手順は必要としない。 

 いったん物理チャネルがダイナミックまたは半固定のどちらかで設定されたならば、バーチャルコール

の場合、論理識別子の値および３章で定義した他の関連パラメータは、Ｃプレーンの手順によって呼設定

の中でネゴシエーションされる。 

 要求されたパラメータに応じて網は呼を受け付けたりまたは拒否する。 

 Ｓ／Ｔ参照点のユーザ・網インタフェース構造では一つまたは複数の着信先に対する複数のバーチャル

コールおよび／又はパーマネントバーチャルサーキットの設定を許容している。 

 ＯＳＩネットワークレイヤサービスをどの様にして提供できるかを示すことがこのサービス記述への要

求条件であり、ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ９３３はＯＳＩネットワークサービスのためのコネクション設定や解

放のプリミティブ、パラメータを記述するために使用される。詳細は付属資料Ｂを参照。 
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4.2.2.1.2 呼設定中の表示 

 相互接続が行われる場合には、相互接続の表示が必要となる。 

 ユーザは、その時、相互接続を続けるか呼を解放するか決定することができる。 

 ６章およびＩＴＵ－Ｔ勧告 Ｉ．５００シリーズを参照。 

 ＯＳＩネットワークサービス提供の特定の表示のため付属資料Ｂも参照。 

 

4.2.2.1.3 端末の選択／識別 

 サブアドレスと同様に複数加入者番号とダイレクトダイヤルインの付加サービスは端末の選択および識

別に適用する方法である。 

 

4.2.2.1.4 呼の通知 

 Ｑ．９３３手順は着呼をユーザに通知するために使用される。 

 

注）着信ユーザはチャネルネゴシエーションにより特定チャネル（Ｄ，Ｂ，またはＨ）上で呼が提供され

るように要求することができる。 

 

4.2.2.1.5 ＣプレーンおよびＵプレーン間の同期化 

 接続確認受信時と実際のコネクション設定時との時間にギャップがある場合がある。データ転送を開始

する以前にコネクションを検証する必要がある。 

 これはＵプレーンにおいてエンド・エンドで行われる。 

 

4.2.2.1.6 Ｕプレーンバーチャルコール手順（データ転送） 

 図４－１／ＪＴ－Ｉ２３３［Ⅱ］に本サービスのためのＵプレーン構造を説明する。 

 レイヤ３を含むレイヤ３までのプロトコルの機能が示されている。網はレイヤ２プロトコル（Ｑ．９２

２）を終端する。 

 サービスは基本または一次群インタフェース上で、そして、あらゆるＩＳＤＮチャネル（Ｄ，Ｂ，Ｈ）

上で提供される。エンド・エンドコネクションにおいて少なくともアクセスチャネルの一つがＤ

（16/64kbit/s）チャネルである場合、いくつかの制限（例えばフレームサイズ）がある。 

 ＯＳＩコネクションオリエンテッドネットワークレイヤサービス（ＣＯＮＳ／Ｘ．２１３）のデータ転

送フェーズはＸ．２５ＤＴＰ、適切なＩＳＯレイヤ３プロトコル、または、Ｑ．９２２上のコンバージェ

ンスプロトコルを使用することにより提供される。後者の場合、ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｘ．２１３において定義

された網サービスの必須機能のみ提供される
１
。 すべてのこれらの形態が許可されたとしても、フレー

ムリレーベアラサービス、および、ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｘ２５を使用した網との相互接続が可能と見込まれ

るのでＱ．９２２とＸ．２５ＤＴＰの結合が好ましいと思われる。詳細は付属資料Ｂを参照。 

 

 

 

 

 

 ――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――  

 １ 必須機能は付属資料Ｂに記述される。 
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図４－１／ＪＴ－Ｉ２３３［Ⅱ］ Ｕプレーン構造 

                （ＩＴＵ－Ｔ Ｉ．２３３．２） 

 

 

4.2.2.1.7 輻輳マネジメントと制御 

 Ｕプレーンにおける輻輳はトラヒック、リソース（例、メモリ、または、プロセッサ）が網の設計レベ

ルを越えた場合に発生する。 

 輻輳は他の理由でも発生する（例、装置障害）。網輻輳はスループットおよび遅延による性能の低下を

引き起こす。 

 有効な輻輳マネジメント方法は、輻輳の初期段階を検出し網輻輳が継続することを防止し網リソースが

有効に使用されることを保証する網工学およびＯＡＭ手順を含むべきである。さらに、分散リアルタイム

輻輳制御はピークトラヒック需要がまれに同時に発生する期間、輻輳を防止し回復させるために必要であ

る。 

 トラヒック監視は輻輳した（網）リソースで最も有効に行われ、トラヒック量制御はユーザ端末により

最善に行われているので、輻輳の回避および復旧機構は最善に分散されている。 

 

4.2.2.1.8 呼の終了（呼解放） 

 呼が解放される時、呼によって使用される全てのリソースは解放される（例、ラベル、呼番号値等）。

即時チャネル設定形態において、呼が存在しない場合、そして、ユーザまたは網からの要求の場合、同様

にユーザまたは網が物理チャネルを解放することができる。 

 網が要求する場合はＣプレーンレイヤ２およびインタフェースレイヤ１を停止する。 

 

注）一次群アクセス（ＰＲＡ）は停止状態が定義されない。 

 

 半固定チャネルアクセス形態において、網またはユーザはＣプレーンレイヤ２のみ停止することができ

る。 

 フレームスイッチバーチャルコールは網に表示することにより、どちらかまたは両方のユーザで終了さ

せることができる。いずれにせよ、適切な表示がもう一方のユーザに通知される。 

 網はいくつかの理由、たとえば、重輻輳、エラー、または、障害状態により呼を終了することができる。 

 

4.2.2.2 パーマネントバーチャルサーキット手順 

 パーマネントバーチャルサーキットのための呼設定または呼解放はない。フレームスイッチノードに対

しては、適切な位置で接続がなされていなければならない。論理識別子、および他の関連するパラメータ
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ユーザ特有 
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 /I.431 
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I.430 
 /I.431 

ユーザ特有 
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は管理手順により定義される。 

 

4.2.2.2.1 レイヤ１の活性／設定 

 レイヤ１は常にアクティブでなければならない。チャネルは加入時に設定しなければならない。 

 

4.2.2.2.2 端末の選択／識別 

 加入時に決められる。 

 

4.2.2.2.3 呼設定 

 適用されない。 

 

4.2.2.2.4 データ転送 

 ４．２．２．１．６節および４．２．２．１．７節を参照。 

 

4.2.2.2.5 呼の終了 

 適用されない。 

 

4.2.2.2.6 レイヤ１の非活性／解放 

 レイヤ１および提供されたチャネルは常にアクティブでなければならない。 

 

4.2.3 照会／編集 

 適用されない。 

 

4.3 例外手順 

4.3.1 サービスの活性／非活性／登録 

 適用されない。 

 

4.3.2 シーケンスの起動と動作 

4.3.2.1 バーチャルコール 

 発信／着信ユーザエラー、ユーザ状態、または、網状態による障害状態の場合、適切な障害表示が網よ

り通知され、設定中の呼または設定済みの呼は終了される。 

 Ｑ．９３３初期設定手順が実施される。初期設定手順は半固定接続チャネル以外のベアラチャネルにの

み適用される。初期設定手順では指定された物理チャネルまたは、インタフェースにおいて通信中および

手順を実施する前に明らかに解放されなかった全ての残されたフレームモードコネクションを（対応した

呼番号およびＤＬＣＩ値とともに）解放する。 

 

4.3.2.2 パーマネントバーチャルサーキット 

 ユーザエラー、ユーザ状態、または、網状態による障害状態の場合、適切な障害表示が網より通知され

る。 

 

4.3.3 照会／編集 

 適用されない。 
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4.4 代替手順 

 適用されない。 

 

4.5 検 証 

 適用されない。 

 

５．課金のための網機能 
 課金原則は、本標準の範囲外である。ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｄシリーズを参照のこと。しかし、輻輳管理手順

およびサービス品質条件が、課金原則を持つ場合がある。 

5.1 フレームスイッチバーチャルサーキットの課金 

  フレームスイッチバーチャルサーキットサービスに関して、正確に加入者に課金できること。 

 

5.2 フレームスイッチパーマネントバーチャルサーキットの課金 

  フレームスイッチパーマネントバーチャルサーキットサービスに関して、正確に加入者に課金できるこ

と。 

 

６．相互接続 
 異なるパケット／フレームモードベアラサービスを接続するためには、本サービス記述に記述されてい

るベアラサービスを提供するＩＳＤＮと、以下のサービスとの間の相互接続を提供する必要がある。 

  －フレームリレーベアラサービス 

  －ＩＳＤＮかまたはＰＳＰＤＮによって提供されるＸ．２５に基づくサービス 

  －ローカルエリアネットワーク（ＬＡＮ） 

  －回線交換モードベアラサービス 

  －広帯域ＩＳＤＮサービス 

 詳細な相互接続への要求条件は、ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｉ．５００シリーズを参照のこと。 

 

７．付加サービスとの相互作用 
 適用されない。 

 

８．属性と属性値（個々のベアラサービスの提供法を含む） 
8.1 属性／値 

                                 表８－１／ＪＴ－Ｉ２３３[Ⅱ] 

                                （ＩＴＵ－Ｔ Ｉ．２３３．２） 

 

情報転送属性 値 

1. 情報転送モード フレーム 

2. 情報転送速度 

 

ユーザ情報アクセスチャネルの最大ビットレート

と論理リンクのスループット以下。 

3. 情報転送能力 非制限 

4. 構造 サービスデータユニット構造保存 

5. 通信の設定 即時／固定 

6. 対称性 両方向対称 

7. 通信形態 ポイント・ポイント 
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表８－１／ＪＴ－Ｉ２３３[Ⅱ]（続き） 

                               （ＩＴＵ－Ｔ Ｉ．２３３．２） 

 

アクセス属性 値 

8. アクセスチャネル Ｄ、ＢまたはＨ 

9. アクセスプロトコル  

9.1 信号アクセスプロトコルレイヤ１ ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｉ４３０またはＪＴ－Ｉ４３１ 

9.2 信号アクセスプロトコルレイヤ２ ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ９２１ 

9.3 信号アクセスプロトコルレイヤ３ ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ９３３ 

9.4 情報アクセスプロトコルレイヤ１ ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｉ４３０またはＪＴ－Ｉ４３１ 

9.5 情報アクセスプロトコルレイヤ２ 

  コア機能 

ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ９２２ 

 

9.6 情報アクセスプロトコルレイヤ２ 

  データリンク制御 

ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ９２２ 

 

一般属性 値 

10. 提供される付加サービス 

    （暫定的なリスト） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ダイレクトダイヤルイン（ＤＤＩ）、 

複数加入者番号（ＭＳＮ）、 

発信者番号通知（ＣＬＩＰ）、 

発信者番号通知制限（ＣＬＩＲ）、 

接続先番号通知（ＣＯＬＰ）、 

接続先番号通知制限（ＣＯＬＲ）、 

悪意呼通知（ＭＣＩＤ）、 

サブアドレス、 

ビジー時着信転送（ＣＦＢ）、 

無条件着信転送（ＣＦＵ）、 

閉域接続（ＣＵＧ）、 

私設番号計画、 

課金情報通知、 

着信課金 

 

注）他の付加サービスの追加は今後の検討課題。 

 

現在のＸ．２／Ｘ．２５ファシリティに相当する

新しい付加サービスの定義もまた今後の検討課

題。 

11. サービス品質 

 

 

今後の検討課題。 

注）輻輳マネジメントがＱＯＳに影響を及ぼす。 

  （ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｉ３７０参照） 

12. 相互接続の可能性 ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｉ．５００シリーズ参照。 

13. 運用管理 

 

今後の検討課題。 

注）４章参照。 
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8.2 個々のベアラサービスの提供法 

 ａ）全体としての提供法：付加（Ａ）。付加（Ａ）の定義は、ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｉ２３０で示される。 

 ｂ）付随属性のバリエーション： 

表８－２／ＪＴ－Ｉ２３３［Ⅱ］ 

                                 （ＩＴＵ－Ｔ Ｉ．２３３．２） 

 

情報転送属性 通信の設定 対称性 通信形態 提供法 

情報転送速度 

表 1/JT-I233[Ⅱ],2 項

参照。 

即時 

 

両方向対称 

 

ポイント・ポイント 

 

Ａ 

 

情報転送速度 

表 1/JT-I233[Ⅱ],2 項

参照。 

固定 

 

両方向対称 

 

ポイント・ポイント 

 

Ａ 

 

 

 

９．動的記述 
 規定されない。 
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付属資料Ａ 用語の定義 
（ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｉ２３３［Ⅱ］に対する） 

 

１．スループット 

 バーチャルコネクション
１
のスループット（ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｘ．１３４を参考にした付図Ａ－１／ＪＴ

－Ｉ２３３［Ⅱ］を参照）とは、単位時間内にそのバーチャルコネクションを通過して、一方向に正しく

転送される各フレームの、アドレスフィールドとＦＣＳフィールドの間に格納されるデータのビット数で

ある。正しく転送されるとは、エラー状態なしでレイヤ２のデータリンク手順を満たすことを意味する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

付図Ａ－１／ＪＴ－Ｉ２３３［Ⅱ］ バーチャルコネクション 

                    （ＩＴＵ－Ｔ Ｉ．２３３．２） 

 

 

 

 バーチャルコネクションでのスループットはバーチャルコネクションにおける任意の区間の最小スルー

プット値に限定されている。 

 

 

 

 

 

 

 ――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――  

 １ バーチャルコネクション区間についてはＩＴＵ－Ｔ勧告Ｘ．１３４に定義されている。 

ＤＴＥ 

国内部分 

国際バーチャルコネクション 

中継網 
 

区間 

中継網 
 

区間 

ｱｸｾｽ網 
 

区間 
網間 

 
接続 

 
回線 

 
区間 

網間 
 

接続 
 

回線 
 

区間 

網間 
 

接続 
 

回線 
 

区間 

ｱｸｾｽ 
 

回線 
 

区間 

国境 国境 

国際部分 

区間の境界 部分の境界 

1 以上 
 任意 

ＤＴＥ 

国内部分 

中継網 
 

区間 

ｱｸｾｽ網 
 

区間 
網間 

 
接続 

 
回線 

 
区間 

ｱｸｾｽ 
 

回線 
 

区間 

1 以上 
 任意 

1 以上 
 任意 
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２．中継遅延 

 中継遅延は区間の境界
１
間においてだけ定義される。フレームプロトコルデータユニット（ＦＰＤＵ）

の中継遅延はＦＰＤＵの先頭ビットが最初の境界を通過した時刻ｔ１に始まり、ＦＰＤＵの末尾ビットが

二番目の境界を通過した時刻ｔ２に終わる。 

   中継遅延＝ｔ２－ｔ１である。 

バーチャルコネクションでの中継遅延は境界遅延の総和に等しい。 

 

３．情報構造 

 情報構造は、網が運ぶすべてのフレームがフレームチェックシーケンス（ＦＣＳ）有効性のチェックを

満たす時に、保存される。 

 

４．残余誤り率 

 残余誤り率は、フレームモードベアラサービスおよびこれに対応するレイヤサービスについて定義され

る。フレームモードベアラサービスに対応するレイヤサービスは、サービスデータユニット（ＳＤＵ）の

交換により特徴づけられる。フレームスイッチでは、ＳＤＵはＱ．９２２とその上に実装されるエンド・

エンドプロトコルとの機能の境界で交換される。網はこれらの交換にフレームプロトコルデータユニット

（ＦＰＤＵ）を扱うことで関係する。フレームスイッチでは、ＦＰＤＵはＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ９２２にお

いて定義されるフレームである。 

 フレームスイッチレイヤサービスにおける残余誤り率は以下の式で定義される： 

 正しく配送されたＳＤＵの総数 
   Ｒfs＝１－  ─────────────────── 
  入力されたＳＤＵの総数 

 

 フレームスイッチにおける残余誤り率は以下の式で定義される： 

 正しく配送されたＦＰＤＵの総数 
   Ｒfs＝１－  ─────────────────── 
  入力されたＦＰＤＵの総数 

 

５．誤りフレーム 

 配送されたフレームの中に１ビット以上の誤りがあるとき、あるいはいくつかのビットが損失ビットま

たは余剰ビット（すなわち元の信号には無かったビット）である場合に、そのフレームを誤りフレームと

定義する。（ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｘ．１４０参照） 

 

６．重複フレーム 

 特定の着信先ユーザが受信したフレームＤが、以下の二つの条件の両方を満たした時にそのフレームを

重複フレームと定義する。 

ａ）送信元ユーザはフレームＤを生成していない。 

ｂ）フレームＤの内容は、その着信先にそれ以前に配送されたフレームの内容と全く同一である。 

 

 

 

 

 

 ――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――  

 １ 区間の境界についてはＩＴＵ－Ｔ勧告Ｘ．１３４に定義されている。 
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７．シーケンス異常フレーム 

 一連のフレーム列Ｆ１，Ｆ２，Ｆ３・・・，Ｆｎを考える。Ｆ１が１番目、Ｆ２が２番目、・・・、Ｆｎが最

後に送信されるとする。配送されたフレームＦｉがＦ(ｉ＋１), Ｆ(ｉ＋２)，・・・，Ｆｎのいずれかの後に着信

先に届いた時、フレームＦｉをシーケンス異常フレームと定義する。 

 

８．損失フレーム 

 送信されたフレームが規定時間以内に意図した着信先ユーザに届かず、かつそれが網の責任である時に、

そのフレームは損失フレームであると宣言される。（ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｘ．１４０参照） 

 

９．誤配送フレーム 

 誤配送フレームは、送信元ユーザから意図した着信先以外のユーザに転送されたフレームである。情報

が正しいか否かは、この場合問題ではない。（ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｘ．１４０参照） 
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付属資料Ｂ ＯＳＩネットワークレイヤサービスの提供 
（ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｉ２３３［Ⅱ］に対する） 

 

１．概 要 

 本付属資料は、フレームスイッチベアラサービスが、ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｘ.２１３で記述されるＯＳＩネッ

トワークレイヤサービス（ＯＳＩ－ＮＳ）を提供する方法を示す。ＯＳＩ－ＮＳに含まれる全ての要素の

内、いくつかは“サービス提供者オプション”であることに注意されたい。このため、以下においてオプ

ションと指示される要素と、必須とされる他の全ての要素とを区別して記述する。 

 ＯＳＩ－ＮＳは３つのフェーズから構成される。 

 － コネクション設定フェーズ 

 － データ転送フェーズ 

 － コネクション解放フェーズ 

 以下において、コネクション設定および解放フェーズをＱ．９３３手順を用いて提供する方法を示す。

データ転送フェーズはＱ．９２２と他のプロトコルにより提供される。 

 また、ＯＳＩ－ＮＳが提供している、相互接続のための一般的枠組みも描く。 

 以下の機能は、Ｑ．９２２より上位のプロトコルが提供することを要求される。 

 － 分割と再組立（注） 

 － リセット（注） 

 － プロトコル識別子 

 － 優先データ 

 － 制限データ表示 

 

（注）これらの機能は強く要求される。 

 

２．コネクション設定および解放 

 ＯＳＩネットワークサービス（ＯＳＩ－ＮＳ）のコネクション設定および解放フェーズは、Ｑ．９２１

レイヤ２上で動作するレイヤ３のＱ．９３３手順により提供される（付図Ｂ－１／ＪＴ－Ｉ２３３［Ⅱ］

参照）。ネットワークサービスのコネクション設定および解放プリミティブは、Ｑ．９３３メッセージに

マッピングされ、Ｄチャネル上においてアウトバンドで、もしくはシグナリングＤＬＣＩ上においてイン

バンドで交換される。 

 ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ９３３は、ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｘ.２１３で勧告された全ての必須およびオプションのサ

ービスとパラメータとをネゴシエーションするためのプロトコル能力を提供する。しかし、オプション能

力を提供するかどうかはサービス提供者による。 



ＪＴ－Ｉ２３３ - 56 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）これらのプロトコルは２つのエンドシステムと接続される加入者線交換機で終端される。同位エンテ

ィティ間のプロトコルは網提供者により規定される。 

 

付図Ｂ－１／ＪＴ－Ｉ２３３［Ⅱ］ コネクション設定および解放フェーズ 

              （ＩＴＵ－Ｔ Ｉ.２３３.２） 

 

 

３．データ転送 

 ＯＳＩデータ転送フェーズは、エンドシステム上に位置し、コネクション設定フェーズをへて獲得され

た論理チャネル上のリンクレイヤの上位において動作するプロトコル（付図Ｂ－２／ＪＴ－Ｉ２３３

［Ⅱ］のプロトコルエンティティＸ）により提供される。プロトコルエンティティ（Ｘ）は、コネクショ

ン設定フェーズにおいてネゴシエーションされたネットワークサービスの要素を提供しなくてはならない。 

 （Ｘ）の機能を提供するためには、２つの方法がある。 

１）Ｘ．２５データ転送プロトコルの使用（Ｘ．２５ＤＴＰ） 

２）新しいコンバージェンスプロトコル 

 方法２）はＯＳＩ－ＮＳの必須機能のみ提供すればよいため、オプション機能が要求されるかどうかは、

与えられるサービスに関連して決定されるべきである。 

Q.933 

Q.921 

I.430/431 

Q.933 

Q.921 

I.430/431 

Q.933 

Q.921 

I.430/431 

Q.933 

Q.921 

I.430/431 

ＮＳ利用者(レイヤ 4) ＮＳ利用者(レイヤ 4) 

注 

注 

注 
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付図Ｂ－２／ＪＴ－Ｉ２３３［Ⅱ］ データ転送フェーズ 

                      （ＩＴＵ－Ｔ Ｉ.２３３.２） 

 

 

４．相互接続 

 Ｘ．２５／Ｘ．３１網との相互接続が必要である場合、またはＯＳＩネットワークサービスの必須およ

びオプション要素の全てが要求される場合、方法１）が推奨される。 

 Ｘ.２１３サービスを提供する網間の相互接続が要求される場合、相互接続はプロトコル要素のマッピン

グを行うことにより達成される。この場合、ネットワークサービスのオプション要素のいくつかは提供さ

れないかもしれない。 

 

５．ＣプレーンとＵプレーンの整合 

 ＯＳＩ ＣＯＮＳの呼制御およびデータ転送機能を両方とも提供するためには、整合マッピング機能が

必要である。この整合機能は付図Ｂ－３／ＪＴ－Ｉ２３３［Ⅱ］に示される。 

ＮＳ利用者(レイヤ 4) 

Ｘ 
 

３章参照 

Q.922 
 

制御 

Q.922 
 

コア 

 
I.430/431 

 
I.430/431 

 
I.430/431 

Q.922 
 

コア 

Q.922 
 

コア 

ＮＳ利用者(レイヤ 4) 

Ｘ 
 

３章参照 

Q.922 
 

制御 

Q.922 
 

コア 

 
I.430/431 

Q.922 
   制御 

Q.922 
 

  制御 
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ユーザ 制 御 

整合マッピング機能 
 
注 

 
Ｑ．９３３ 

 
 

Ｑ．９２２手順 
 

 
Ｑ．９２１ 

 
Ｉ．４３０／４３１ 

 

ＩＳＤＮ 

 

 注）ネットワークサービスを提供するためのプロトコルは以下であろう。 

     i） ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ９２２付録Ⅳに従うコンバージェンスプロトコル 

     ii） Ｘ．２５ＤＴＰ 

 

付図Ｂ－３／ＪＴ－Ｉ２３３［Ⅱ］ 整合マッピング機能 

                      （ＩＴＵ－Ｔ Ｉ.２３３.２） 
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付属資料Ｃ 本標準で使用される略語一覧 
（ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｉ２３３［Ⅱ］に対する） 

 

CFB    Call forwarding busy : ビジー時着信転送 

CFU    Call forwarding unconditional : 無条件着信転送 

CLIP    Calling line identification presentation : 発信者番号通知 

CLIR    Calling line identification restriction : 発信者番号通知制限 

COLP    Connected line identification presentation : 接続先番号通知 

COLR    Connected line identification restriction : 接続先番号通知制限 

CUG    Closed user group : 閉域接続 

DDI    Direct-dialling-in : ダイレクトダイヤルイン 

LAN  Local area network : ローカルエリアネットワーク 

MCID  Malicious call identification : 悪意呼通知 

MSN  Multiple subscriber number : 複数加入者番号 

OSI-NS  OSI network layer service : ＯＳＩネットワークレイヤサービス 

PRA  Primary rate access : 一次群アクセス 

PVC  Permanent virtual circuit : パーマネントバーチャルサーキット 

SDU  Service data unit : サービスデータユニット 

 

 



ＪＴ－Ｉ２３３ - 60 - 

用語一覧（ＪＴ－Ｉ２３３） 
 

［Ａ］ 

active 通信中（呼の場合） 

 アクティブ（レイヤ１の場合） 

active group アクティブグループ 

address transformation アドレス変換 

alignment 配列 

［Ｂ］ 

bandwidth 帯域幅 

［Ｃ］ 

call clearing 呼解放  

Circuit Mode Bearer Service 回線交換モードベアラサービス 

clear 解放する  

committed burst size 認定バーストサイズ  

committed Information rate 認定情報速度  

committed rate measurement interval 認定速度測定時間  

concentrator 集線装置 

congestion avoidance 輻輳回避  

congestion encountered backward 逆方向輻輳発生 

congestion encountered forward 順方向輻輳発生 

congestion management 輻輳マネジメント 

congestion recovery 輻輳回復 

connect 接続（する） 

connection コネクション  

connection-oriented コネクションオリエンテッド 

C-plane(control plane) Ｃプレーン（制御プレーン） 

convergence protocol コンバージェンスプロトコル 

core コア 

［Ｄ］ 

data unit initiator データユニット生成者 

data link connection identifier (DLCI) データリンクコネクション識別子 

delimiting 境界識別 

deliverd errored frames 誤りフレーム 

destination 着信先, 宛先 

discard eligibility 廃棄可能性 

DL-Core-data-indication ＤＬ－コア－データ－表示 

DL-Core-data-request ＤＬ－コア－データ－要求 

DL-CORE-SAP ＤＬ－コア－ＳＡＰ 

 （ﾃﾞｰﾀﾘﾝｸﾚｲﾔｺｱｻｰﾋﾞｽｱｸｾｽﾎﾟｲﾝﾄ） 

DL-Core-user-data ＤＬ－コア－ユーザデータ 

duplicating message 複製メッセージ 

duplication effort 多重動作 
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［Ｅ］ 

equipment failure 装置障害 

error detection 誤り検出 

error recovery 誤り回復 

envision 想定する 

establish 設定する 

establishment 設定 

excess burst size 超過バーストサイズ 

expedited data 優先データ 

extra bits 余剰ビット 

［Ｆ］ 

Frame Mode Bearer Services フレームモードベアラサービス 

Frame Relay Multicast services フレームリレーマルチキャストサービス 

Frame Relaying(/Relay) Bearer Service フレームリレーベアラサービス 

Frame Switching(/Switched) Bearer Service フレームスイッチベアラサービス 

［Ｉ］ 

interaction 相互作用 

international virtual connection 国際バーチャルコネクション 

interworking 相互接続 

［Ｌ］ 

leaf                                              リーフ 

lost bits 損失ビット 

lost frames 損失フレーム 

［Ｍ］ 

mapping マッピング 

mild congestion 軽輻輳 

misdelivered frames 誤配送フレーム 

multicast マルチキャスト 

multicast DLCI (Mdlci) マルチキャストＤＬＣＩ 

Multi-drop line                                    マルチドロップ回線 

Multipoint マルチポイント 

［Ｎ］ 

negotiation ネゴシエーション  

n-way                                            ｎ方向 

［Ｏ］ 

one-way 単方向 

out-of-band アウトバンド 

［Ｐ］ 

participant 参加者 

peer 同位（の） 

permanent 固定 

Polled network                                     ポーリング方式のネットワーク 

PVC management capability ＰＶＣ管理能力 



ＪＴ－Ｉ２３３ - 62 - 

［Ｑ］ 

qualified data indication 制限データ表示 

Quality of Service(QOS) サービス品質 

queue キュー 

［Ｒ］ 

residual error rate 残余誤り率 

Restart procedures 初期設定手順 

Return path 返信経路 

root                                              ルート 

［Ｓ］ 

scope 規定範囲 

segmentation and reassembly 分割と再組立 

Service Provider サービス提供者 

Service User サービス利用者 

severe congestion 重輻輳 

signalling シグナリング 

S or T reference point Ｓ／Ｔ参照点 

subscriber 加入者 

support 提供（する） 

［Ｔ］ 

transit delay 中継遅延 

transmission errors 伝送誤り 

transparent(ly) 透過的な（に） 

two-way                                          両方向 

［Ｕ］ 

unicast ユニキャスト 

U-plane(User plane) Ｕプレーン（ユーザプレーン） 
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